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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第11期中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準適用指針第８号)を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益につきましては、第12期中間連結会計期間は希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (千円) 4,777,337 4,321,532 7,004,898 9,275,185 10,668,574 

経常利益 (千円) 1,494,698 405,360 176,566 2,739,221 1,077,376 

中間(当期)純利益又は

中間純損失(△) 
(千円) 862,388 260,369 △35,307 1,645,319 630,479 

純資産額 (千円) 1,818,291 3,250,676 2,823,333 2,690,100 3,652,988 

総資産額 (千円) 4,015,640 4,774,711 11,275,736 4,999,829 8,309,543 

１株当たり純資産額 (円) 106.99 80.62 64.84 155.00 88.70 

１株当たり中間(当期)

純利益又は中間純損失

(△) 

(円) 51.02 7.45 △1.00 96.86 17.98 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益 
(円) 48.55 7.35 ― 92.47 17.84 

自己資本比率 (％) 45.3 59.5 20.2 53.8 37.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 763,449 △631,765 271,890 1,881,757 △390,596 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △749,312 △1,046,917 △3,562,179 △1,306,117 △2,541,090 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 35,891 181,833 3,604,146 123,969 1,573,281 

現金及び現金同等物の

中間期末(期末)残高 
(千円) 1,610,084 764,975 1,229,712 2,261,445 914,771 

従業員数 

(外、平均臨時雇用人

数) 

(名) 
100 

(15)

171 

(42)

338 

(24)

103 

(16)

313 

(45)



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第11期中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号)を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益につきましては、第12期中間会計期間は希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (千円) 4,453,403 3,704,383 4,281,789 8,634,829 7,574,322 

経常利益 (千円) 1,451,735 461,767 250,345 2,785,501 819,246 

中間(当期)純利益 (千円) 823,009 293,101 49,030 1,716,515 404,646 

資本金 (千円) 579,691 654,662 655,035 623,828 654,662 

発行済株式総数 (株) 16,995,300 35,210,553 35,212,153 17,356,400 35,210,553 

純資産額 (千円) 1,778,912 2,942,615 2,209,891 2,761,122 2,966,112 

総資産額 (千円) 3,877,505 4,469,135 9,046,964 4,973,666 6,768,388 

１株当たり純資産額 (円) 104.67 83.57 62.76 159.09 84.24 

１株当たり中間(当期)

純利益 
(円) 48.69 8.39 1.39 101.05 11.54 

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益 
(円) 46.34 8.27 ― 96.48 11.45 

１株当たり配当額 (円) ― 2.5 2.5 10.0 5.0 

自己資本比率 (％) 45.9 65.8 24.4 55.5 43.8 

従業員数 

(外、平均臨時雇用人

数) 

(名) 
88 

(15)

99 

(26)

99 

(12)

89 

(16)

96 

(26)



２【事業の内容】 

 当社は、ソフトバンクグループの「放送メディア事業」の中核会社であり、ソフトバンク株式会社の100％子会社

であるSBBM株式会社の子会社であります。 

 平成19年９月30日現在の、当社を中心とした各社の資本関係は、下図に示したとおりです。 

(平成19年９月30日現在) 

(注) 平成19年１月10日付で、ソフトバンク・ブロードメディア株式会社はSBBM株式会社に、クラビット・ホールデ

ィングス株式会社はソフトバンク・ブロードメディア株式会社に商号を変更しております。  

 当社グループは、技術プラットフォームを持つコンテンツアグリゲータとしての強みを最大限に発揮し、コンテン

ツ流通革命の実現を図ることを経営戦略の基本としております。 

 この戦略に基づき、以下の３つの成長戦略を打ち出しております。 

 ① コンテンツ事業のフルライン化を進め、クオリティコンテンツ（プロによる制作物）における世界有数のアグ

リゲータになる 

 ② Gクラスタの普及により世界有数のゲーム配信事業者（プラットフォーム）になる 

 ③ 中核事業とのシナジーが見込める分野でのM&Aを積極的に行う 

 当社グループの個々の事業は、創業のCS放送サービス事業を起源とするものもあれば、買収や出資を起源とするも

のもあります。こうした多様性を内包し、統一的なまとまりとして自らを再定義するために、平成19年10月１日付け

で、当社は「ブロードメディア株式会社」に社名を変更致しました。 



 ブロードメディアとは、broadband mediaの略語であり、既存メディア領域をより広げるbroader mediaという意味

を持っています。それが当社の志です。いずれの日にか、ブロードメディアという社名が、broadband media、ある

いはbroader mediaの代名詞として世界に通用するように、引き続き努力してまいります。 

 各事業部門の経営戦略は以下のとおりです。 

 ［コンテンツサービス］部門 

 コンテンツサービスは、映像サービス、放送サービス、ゲームサービス及びモバイルサービスで構成されておりま

す。 

 同事業部門では、事業のフルライン化を推進し、コンテンツビジネスにおいて制作から流通に至る広範な領域で事

業を行っております。今後も「コンテンツ事業のイノベータ」を目指して、事業の進化と拡大を図ってまいります。

 当社は、平成19年10月30日付けで、119年間の歴史を持つ米国ナショナルジオグラフィック協会の事業会社である

ナショナルジオグラフィック・ベンチャー社との提携を発表致しました。この提携に基づき、当社は新たな事業とし

て、環境・動物・文化・歴史等の分野で同協会が所有するクオリティの高いコンテンツをユーザに無料で行う日本語

版サイトの構築と運営を行う予定です。ナショナルジオグラフィックの掲げる「Inspiring people to care about  

the planet」という理念に則り、多くの人々がかけがえのない地球に関心を持っていただくための足掛かりとなるサ

イトを目指してまいります。 

 今後、同事業部門では、中国をはじめとする、大きな成長が見込まれるアジア市場においても、有力なコンテンツ

ホルダとのパートナーシップ戦略を推し進めることを目指してまいります。 

 ［技術サービス］部門 

 技術サービスは、GクラスタサービスとCDNサービスで構成されております。 

 同事業部門では、ブロードバンド上の様々なコンテンツを、最適な形でユーザに配信する技術を提供しておりま

す。 

 平成19年６月、株式会社ゲームオンの株式を取得し、当社は同社の大株主（出資比率17.0％、平成19年９月30日現

在）となりました。現在、同社サービスへのGクラスタやブロードメディア®CDNの活用、及びコンテンツの提供につ

いて協議を行っております。 

 Gクラスタサービスでは、米国レスポンデザイン社とライセンス契約を締結し、米国で人気の健康支援ソフト

「Yourself! Fitness™」を日本国内で提供する予定です。  

 また、IPTVやCATV等に対する「テレビ向けサービス」の提供をGクラスタサービスの基本方針とすることを決定い

たしました。この方針に基づき、以下のとおりGクラスタサービスを中心とするゲーム事業の事業推進体制を再構築

いたします。 

 （１）世界市場を統括し、日本、アジア市場において事業を展開するGクラスタ・グローバル株式会社（以下GCG

社）を設立し、会社分割（吸収分割）によりGクラスタサービスを中心とする当社のゲーム事業を承継いた

します。分割承継資産には、当社の100％子会社であるフィンランドOy Gamecluster社の全株式も含まれま

す。なお、GCG社の代表取締役には、当社代表取締役社長の橋本太郎が就任しております。 

 （２）現在IPTVが急速に拡大しつつあり、既に世界最大のCATV市場である北米市場において、当社の連結子会社と

してG-cluster America, Inc.を設立し、会社分割（吸収分割）により同社の全株式をGCG社に承継いたしま

す。同社の経営の中核を担う複数の人材を既に確保し、うち１名はGCG社の取締役に就任する予定です。ま

た引き続き、北米、欧州、日本、アジアにおいて事業推進を担う人材を獲得してまいります。 

 （３）平成20年１月１日を効力発生日として上記会社分割を行うべく準備を進めております。同時に、ゲーム事業

の立ち上げを加速させるべく、国内外のベンチャーキャピタル、ゲーム会社、通信事業者等のパートナーと

の業務提携や資本提携について検討を進めております。 

 CDNサービスでは、今後も拡大が予想される大容量コンテンツ配信や携帯電話向けコンテンツ配信への対応を強化

してまいります。直接販売に加え、インターネット広告事業者やITソリューション事業者等の、CDNとの親和性の高

い分野のリーディングカンパニーとパートナーシップ戦略を推進させることにより、より多くの顧客にCDNサービス

を提供してまいります。 

 ［ネットワーク営業］部門 

 ネットワーク営業は、ブロードバンド回線販売に加え携帯電話サービスの取扱いを開始したことを踏まえて、従来

のブロードバンド事業から名称変更したものです。 

 同事業部門では、前連結会計年度からソフトバンク携帯電話サービスの取扱いを開始しております。今後は、その

他の通信関連商材の取扱いや、携帯端末等と当社グループが取扱うコンテンツを組み合わせた新商品の企画等を積極

的に検討し、通信インフラの更なる普及と、快適なブロードバンドライフの実現に努めてまいります。 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の移動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。 

２ 従業員数は、就業人員であり、使用人兼務役員(７名)は含まれておりません。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人数であります。 

４ 全社(共通)として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

２ 従業員数は、就業人員であり、使用人兼務役員(５名)は含まれておりません。 

３ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人数であります。 

(3) 労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

コンテンツサービス 241(15) 

技術サービス 52( 3) 

ネットワーク営業 11( 2) 

全社 (共通) 34( 4) 

合計 338(24) 

  平成19年９月30日現在

従業員数(名) 99(12) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済情勢は、企業の設備投資が低迷しているものの、雇用情勢の改善を背景

に個人消費の持ち直しの動きが見られるなど、全体では緩やかな回復基調にあります。一方、米国サブプライムロー

ン問題に端を発した株価の低迷や為替変動等の影響による景気後退が懸念されております。 

 このような経済情勢のもと、コンテンツ産業につきましては、映像コンテンツ等を無料でブロードバンド配信する

ビジネスモデルの進展や、新鋭ゲーム機の登場によるソフト販売の伸長によりデジタルコンテンツの分野で拡大傾向

が見られるものの、テレビ放送や映画興行等の分野は横ばいであり、同産業の市場規模はわずかな伸びに留まってお

ります。 

 当社グループは、当中間連結会計期間より、従来のゲームオンデマンド事業、CDN事業、メディアコンテンツ事

業、ブロードバンド事業、CS放送サービス事業の５つの事業セグメントを、「コンテンツサービス」部門、「技術サ

ービス」部門、「ネットワーク営業」部門の３つの区分に変更致しました。 

 当社グループの各事業セグメントの事業内容は、下図をご参照下さい。 

 当社グループの当中間連結会計期間の売上高は、前中間連結会計期間と比べ62.1％増加し、7,004,898千円（前中

間連結会計期間は4,321,532千円）となりました。これは、コンテンツサービス部門において前連結会計年度中に連

結子会社となった株式会社釣りビジョンやブロードメディア・スタジオ株式会社の売上が加わっていること、また、

ネットワーク営業部門においてブロードバンド回線販売及び携帯電話サービスの取扱い件数が増加したことが主な要

因です。 



 一方、当中間連結会計期間の営業利益は、前中間連結会計期間と比べ54.4％減少し、203,455千円（前中間連結会

計期間は446,070千円）となりました。ネットワーク営業部門に関しては、前中間連結会計期間に営業損失を計上し

ておりましたが、当中間連結会計期間は、営業利益を計上することができました。しかしながら、コンテンツサービ

ス部門に関しては、CS放送サービスの会員数が減少したことに加え、当中間連結会計期間に新たに開始した映画配給

事業の費用が先行したことにより、前中間連結会計期間と比べ、営業利益が減少致しました。技術サービス部門に関

しては、Gクラスタサービスにおいて引き続き損失を計上したことに加え、CDNサービスにおいて大手顧客に対応する

ために大規模な回線の先行費用が発生したことにより、前中間連結会計期間と比べ、営業損失が拡大致しました。 

 当中間連結会計期間の経常利益は、上記に加え、支払利息が増加したことにより、前中間連結会計期間と比べ

56.4％減少し、176,566千円（前中間連結会計期間は405,360千円）となりました。 

 また、投資有価証券評価損約１億円（99,999千円）を特別損失に計上したこと等により、当中間連結会計期間にお

いては中間純損失35,307千円（前中間連結会計期間は260,369千円の中間純利益）を計上致しました。 

 当中間連結会計期間における事業セグメント別の売上高及び営業利益の概況は、以下のとおりです。 

 なお、当中間連結会計期間よりセグメント区分を変更しており、事業の種類別セグメントの業績については、前中

間連結会計期間をセグメント区分変更後に組替えて比較しております。 

(単位：千円)

[コンテンツサービス]部門 

 売上高は、前連結会計年度中に連結子会社となった株式会社釣りビジョン、ブロードメディア・スタジオ株式会社

及びその子会社であるハリウッドチャンネル株式会社の売上が加わったこと等に伴い、前中間連結会計期間と比べ

66.1％増加し4,055,658千円（前中間連結会計期間は2,442,459千円）となりました。しかしながら、営業利益は、モ

バイルサービスの損失が改善し、釣りビジョンが利益に貢献したものの、CS放送サービスの会員数の減少及び映画配

給事業の費用が先行した結果、前中間連結会計期間と比べ26.6％減少し536,717千円（前中間連結会計期間は730,878

千円）に留まりました。 

[技術サービス]部門 

 売上高は、CDNサービスにおいて韓国シーディーネットワークス社との提携に伴う売上は順調に推移したものの、

連結子会社であるCDNソリューションズ株式会社の売上が減少したこと等により、前中間連結会計期間と比べ12.0％

減少し、589,828千円（前中間連結会計期間は670,274千円）となりました。また、CDNサービスにおいて大手顧客に

対応するために大規模な回線の先行費用が発生したこと、及びGクラスタサービスの損失により、営業損失388,771千

円（前中間連結会計期間は255,838千円）を計上致しました。 

[ネットワーク営業]部門 

 売上高は、「Yahoo! BB」の回線販売が堅調に推移したことに加え、携帯電話サービスの取扱いを前連結会計年度

中から開始したこと等により、前中間連結会計期間と比べ95.2％増加し2,359,410千円（前中間連結会計期間は

1,208,797千円）となりました。営業利益は、55,509千円（前中間連結会計期間は28,969千円の営業損失）となりま

した。 

  
前中間連結 

会計期間 

当中間連結 

会計期間 
増減 ％ 

売上高 

コンテンツサービス  2,442,459 4,055,658 1,613,198 66.1 

技術サービス 670,274 589,828 △80,445 △12.0 

ネットワーク営業 1,208,797 2,359,410 1,150,612 95.2 

計 4,321,532 7,004,898 2,683,365 62.1 

営業利益又は 

営業損失(△) 

コンテンツサービス 730,878 536,717 △194,160 △26.6 

 技術サービス △255,838 △388,771 △132,933 ― 

 ネットワーク営業 △28,969 55,509 84,478 ― 

計 446,070 203,455 △242,615 △54.4 



(2) キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、1,229,712千円であり、前連結会計年度末に比べ314,940

千円増加致しました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、プラス271,890千円でした（前中間連結会計期間

はマイナス631,765千円でした）。 

 税金等調整前中間純利益は75,422千円に留まりましたが、売掛債権の減少や前受金の増加等により上記の結果と

なっております。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、マイナス3,562,179千円でした（前中間連結会計

期間はマイナス1,046,917千円でした）。 

 株式会社ゲームオン等の投資有価証券の取得に3,355,061千円支出しております。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、プラス3,604,146千円でした（前中間連結会計期

間はプラス181,833千円でした）。 

 当中間連結会計期間におきましては、定時株主総会決議による利益配当の実施により86,537千円支出致しまし

た。投資有価証券の取得等に充当するため、短期借入金が3,700,000千円増加しております。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社及び連結子会社の制作物の種類及び金額はそれぞれに異っており、また、制作過程も一様でなく生産実績の

表示が困難でありますので記載を省略しております。 

(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績は、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当中間連結会計期間よりセグメント区分を変更しており、事業の種類別セグメントの業績については、前中

間連結会計期間をセグメント区分変更後に組み替えて比較しております。 

(3) 受注実績 

当社及び連結子会社は、受注生産を行っていないため、記載すべき事項はありません。 

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当中間連結会計期間よりセグメント区分を変更しており、事業の種類別セグメントの業績については、前中

間連結会計期間をセグメント区分変更後に組み替えて比較しております。 

３ 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対

する割合は次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

        ２ ソフトバンクBB㈱は、BBテクノロジー㈱とソフトバンクBB㈱が平成19年３月31日付で合併後、商号変更した

ものであります。 

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％) 

コンテンツサービス 1,058,306 661.2 

技術サービス 17,853 140.4 

ネットワーク営業 60,789 450.5 

合計 1,136,948 621.9 

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％) 

コンテンツサービス 4,055,658 66.1 

技術サービス 589,828 △12.0 

ネットワーク営業 2,359,410 95.2 

合計 7,004,898 62.1 

相手先 

前中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

ソフトバンクBB㈱ 1,204,728 27.9 1,534,459 21.9 

ソフトバンクモバイル㈱ ― ― 836,927 11.9 

㈱ジェイ・スポーツ・ブロードキャスティング 450,211 10.4 350,804 5.0 



３【対処すべき課題】 

 中長期的な経営戦略に基づき業績向上を図ることが、当社グループの最も大きな課題です。 

 上記に加えて現在取り組んでいる課題は、下記のとおりです。  

①コンプライアンス体制の強化 

 当社は、取締役を含むすべての役職員が法令・定款・社内規則・社会規範及び倫理に適合した行動をとることをあ

らゆる企業活動の前提としております。現在、チーフ・コンプライアンス・オフィサー（CCO）を選任し、事務局を

設置して当社グループを含めたコンプライアンス活動を推進しております。グループ会社を含めて、従業員への研修

教育を計画的に実施するとともに、社内規則・ガイドライン等の定期的整備と周知を継続し、コンプライアンス体制

の更なる強化を図ってまいります。 

②内部統制システム体制の強化 

 当社は、複数の新規事業を立ち上げ、事業構造の転換を進めております。このように事業領域や規模の拡大を進め

ている段階において、当社の管理及び業務フローのスタンダードが正しく維持され、当社グループに適用されるよう

に、内部統制システム全般の再点検を継続的に実施するとともに、適正な人員配置を通じて改善を図っております。

また、当社は、個人情報を中心とする情報管理責任の明確化、情報システム上の各種対策、従業員教育の一層の徹底

及び従業員管理・業務委託先管理の強化を含めた情報管理体制の強化に関する総合的対策を講じております。平成17

年12月にはプライバシーマーク認定事業者となっております。今後もこうした諸施策を更に徹底するとともに、継続

的な改善を図ってまいります。平成20年４月１日以降開始する事業年度からJ-SOX法（金融商品取引法）が適用され

ることを踏まえ、グループ会社を含めた内部統制システムの強化に努めてまいります。 

③ＩＲ活動の充実 

 当社は情報の適時開示（タイムリー・ディスクロージャー）を行い、利害関係者の皆様に対する正確な情報の提供

に努めてまいりました。ホームページの内容の充実や四半期毎の決算説明ストリーミング配信、また株主総会後の出

席株主に対する経営近況報告会等を実施しております。適宜状況に応じて個人投資家説明会を開催する等、今後も当

社グループについての理解を更に多くの方に深めていただくために、さまざまな機会をとらえて積極的にIR活動を実

施してまいります。 

④事業推進体制の効率化 

 当社グループは過去数年の比較的短い期間に複数の事業を立ち上げてまいりましたが、それぞれの事業は、創業事

業であるCS放送サービス事業が内包していた、コンテンツ、技術、普及促進のための営業、の３つの要素から派生し

たものもあれば、買収や出資によって子会社化したものもあります。これまで、これらの事業は細分化された状態に

ありましたが、各事業を「コンテンツサービス」、「技術サービス」、「ネットワーク営業」の３つの事業部門に再

統合し、これら事業部門間の協力体制の強化による効率化や事業価値の増大に努めてまいります。 

⑤グローバルな人材の確保 

 当社は、現在、コンテンツサービスや技術サービスにおいて、海外企業との提携を推進しております。これに必要

なグローバルな人材の育成をグループ内で図ると同時に、事業領域及び展開地域について十分な経験と知見を有する

人材の確保に努めてまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2) 国内子会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(3) 在外子会社 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数(株)」には、平成19年12月１日以降提出日までの新株予約権の権利行使により発行された

ものは含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280ノ21の規定に基づき発行された新株予約権 

平成16年度第１回新株予約権 

(平成16年６月18日開催の定時株主総会において決議されたもの) 

 （注) １ 新株予約権１個当たりの目的となる株式数は400株であります。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 128,000,000 

計 128,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成19年12月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 35,212,153 35,212,153 

大阪証券取引所 

(ニッポン・ニュー・

マーケット－「ヘラ

クレス」市場) 

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

計 35,212,153 35,212,153 ― ― 

  
中間会計期間末現在 
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数 1,363個 1,363個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 545,200株 545,200株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 466円 １株当たり 466円 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月１日から 

平成22年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行 

する場合の株式の発行価格及び資本 

組入額 

発行価格  466円 

資本組入額 233円 

発行価格  466円 

資本組入額 233円 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するときは、取

締役会の承認を要するものとす

る。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 
― ― 



２ 当社が新株予約権の発行日以降、当社の普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により未行使

の新株予約権の目的たる株式の数につき調整を行い、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てます。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

３ 新株予約権の発行日以降、当社が当社の普通株式を分割または時価を下回る価額で新株を発行もしくは自己

株式を処分するとき(新株予約権行使による場合を除く)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数を控除

した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「分割・新規発行による増加株式数」を「処分する自己

株式数」に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株価」に、それぞれ読み替えるものとします。上記

のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、株式併合を行う場合、そ

の他行使価格の調整を必要とする場合には、合理的な範囲内で、適切に調整を行います。 

４ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の割当を受けた者(以下「対象者」という)が権利行使の時に、当社並びに当社の子会社及び関

連会社の取締役、監査役、使用人その他これに準ずる地位にあることを要する。 

(2) 対象者が死亡した場合は、当社と対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定める条件により、

相続人がこれを行使することができる。 

(3) 対象者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入れその他の処分をすることができない。 

(4) 平成17年７月１日から平成18年６月30日までは、割り当てられた新株予約権の50％について権利行使する

ことができる。 

(5) 平成18年７月１日から平成22年６月30日までは、割り当てられた新株予約権の全てについて権利行使する

ことができる。 

(6) その他の権利行使の条件は、当社の取締役会決議に基づき、「新株予約権割当契約」に定めるところによ

る。 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

既発行株式数 ＋
分割・新規発行による増加株式数×１株あたり払込金額 

分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



平成17年度第１回新株予約権 

(平成17年６月17日開催の定時株主総会において決議されたもの) 

 （注) １ 新株予約権１個当たりの目的となる株式数は200株であります。 

２ 当社が新株予約権の発行日以降、当社の普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により未行使

の新株予約権の目的たる株式の数につき調整を行い、調整により生じる１株未満の株式は切り捨てます。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

３ 新株予約権の発行日以降、当社が当社の普通株式を分割または時価を下回る価額で新株を発行もしくは自己

株式を処分するとき(新株予約権の行使による場合を除く)は、次の算式により行使価額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数を控除

した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「分割・新規発行による増加株式数」を「処分する自己

株式数」に、「分割・新規発行前の株価」を「処分前の株価」に、それぞれ読み替えるものとします。上記

のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、株式併合を行う場合、そ

の他行使価格の調整を必要とする場合には、合理的な範囲内で、適切に調整を行います。 

４ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の割当を受けた者(以下「対象者」という)が権利行使の時に、当社並びに当社の子会社及び関

連会社の取締役、監査役、使用人その他これに準ずる地位にあることを要する。 

(2) 対象者が死亡した場合は、当社と対象者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定める条件により、

相続人がこれを行使することができる。 

(3) 対象者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入れその他の処分をすることができない。 

(4) 平成18年７月１日から平成19年６月30日までは、割り当てられた新株予約権の50％について権利行使する

ことができる。 

(5) 平成19年７月１日から平成23年６月30日までは、割り当てられた新株予約権の全てについて権利行使する

ことができる。 

(6) その他の権利行使の条件は、当社の取締役会決議に基づき、「新株予約権割当契約」に定めるところによ

る。 

  
中間会計期間末現在 
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数 2,000個 2,000個 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 400,000株 400,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 1,270円 １株当たり 1,270円 

新株予約権の行使期間 
平成18年７月１日から 

平成23年６月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行 

する場合の株式の発行価格及び資本 

組入額 

発行価格 1,270円 

資本組入額 635円 

発行価格 1,270円 

資本組入額 635円 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するときは、取

締役会の承認を要するものとす

る。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 
― ― 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 

既発行株式数 ＋
分割・新規発行による増加株式数×１株あたり払込金額 

分割・新規発行前の株価 

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数 



(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 平成19年４月１日から平成19年９月30日までの間に、新株予約権の権利行使により、発行済株式数が1,600

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ372千円増加しております。  

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 

(千円) 

資本金残高 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成19年４月１日～

平成19年９月30日 
1,600 35,212,153 372 655,035 372 282,071 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

SBBM株式会社 東京都港区東新橋１丁目９-１ 16,200 46.01 

ソフトバンク・ブロードメディ

ア株式会社 
東京都港区東新橋１丁目９-１ 5,684 16.14 

ブロードメディア総研株式会社 東京都港区東新橋１丁目９-１ 1,200 3.41 

橋本 太郎 東京都文京区 619 1.76 

楜澤 悟 東京都渋谷区 209 0.60 

糸谷 輝夫  広島県呉市 196 0.56 

小野田 航二 神奈川県横浜市港南区 190 0.54 

クレディ・スイス証券株式会社 
東京都港区六本木１丁目６－１ 泉ガーデ

ンタワー 
163 0.46 

岩崎 文昭 東京都品川区 153 0.44 

SBIイー・トレード証券株式会社 

自己融資口 
東京都港区六本木１丁目６-１ 152 0.43 

計 ― 24,769 70.33 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式83株が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」における株価を記載してお

ります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式      700 
― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式   35,210,000 352,100 ― 

単元未満株式 普通株式     1,453 ― ― 

発行済株式総数 35,212,153 ― ― 

総株主の議決権 ― 352,100 ― 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式)           

クラビット株式会社 
東京都港区赤坂８丁目

４-14 
700 ― 700 0.00 

計 ― 700 ― 700 0.00 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 378 356 388 360 312 268 

最低(円) 300 300 317 320 256 199 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中

間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     815,019 1,279,768   964,827 

２ 受取手形及び売掛
金 

※3   820,822 1,614,602   1,846,833 

３ 商品     94,943 66,436   68,839 

４ 仕掛品     ― 84,786   112,548 

５ 番組勘定     375,491 2,260,678   1,883,201 

６ 前渡金     6,825 40,972   ― 

７ 短期貸付金      95 17,875   1,409 

８ 繰延税金資産     122,856 154,136   106,051 

９ その他     172,995 232,397   284,796 

貸倒引当金     △10,957 △13,045   △12,831 

流動資産合計     2,398,091 50.2 5,738,608 50.9   5,255,675 63.3

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 建物   26,836   238,451 226,923   

減価償却累計額   12,476 14,359 144,741 93,709 137,320 89,602 

(2) 機械装置   20,443   20,443 20,443   

減価償却累計額   16,874 3,568 18,009 2,433 17,565 2,878 

(3) 車両運搬具   930   ― ―   

減価償却累計額   656 273 ― ― ― ― 

(4) 工具器具備品   1,132,621   1,070,652 1,118,364   

減価償却累計額   923,878 208,742 901,734 168,918 941,968 176,396 

(5) その他     1,650 ―   ― 

有形固定資産合計     228,595 4.8 265,061 2.3   268,877 3.2

２ 無形固定資産           

(1) ソフトウェア     408,169 537,626   505,167 

(2) のれん     446,829 593,757   697,811 

(3) その他     8,821 14,867   14,579 

無形固定資産合計     863,820 18.1 1,146,250 10.2   1,217,559 14.7

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 
※１ 
※５ 

  1,136,170 3,316,370   1,283,535 

(2) 繰延税金資産     20,219 559,029   41,221 

(3) その他     131,733 303,845   294,519 

貸倒引当金     △3,918 △53,429   △51,845 

投資その他の資産合
計 

    1,284,204 26.9 4,125,816 36.6   1,567,431 18.8

固定資産合計     2,376,619 49.8 5,537,127 49.1   3,053,867 36.7

資産合計     4,774,711 100.0 11,275,736 100.0   8,309,543 100.0 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金     255,622 866,537   1,356,206 

２ 一年以内償還 
  予定社債 

    15,300 ―   ― 

３ 一年以内返済 
  予定長期借入金 

    2,455 2,785   2,632 

４ 短期借入金 
※1 
※2 

  500,000 5,700,000   2,000,000 

５ 未払金     159,506 602,248   362,166 

６ 未払法人税等     81,892 161,269   19,502 

７ 未払消費税等 ※4   32,994 50,682   105,494 

８ 前受金     161,081 530,653   218,805 

９ 賞与引当金     106,615 114,456   100,712 

10 その他     139,328 257,272   278,478 

流動負債合計     1,454,796 30.5 8,285,906 73.5   4,443,998 53.5

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金     2,455 388   2,999 

２ 退職給付引当金     11,170 14,810   12,680 

３ 役員退職慰労 
  引当金 

    49,691 40,166   55,208 

４ 預り保証金     5,914 10,809   9,834 

５ リース資産減損 
  勘定 

    ― 89,277   113,854 

６ その他     7 11,044   17,980 

固定負債合計     69,238 1.5 166,496 1.5   212,555 2.5

負債合計     1,524,035 31.9 8,452,402 75.0   4,656,554 56.0

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     654,662 13.7 655,035 5.8   654,662 7.9

２ 資本剰余金     281,698 5.9 282,071 2.5   281,698 3.4

３ 利益剰余金     1,902,592 39.9 2,061,345 18.2   2,184,677 26.3

４ 自己株式     △287 △0.0 △289 △0.0   △289 0.0

株主資本合計     2,838,665 59.5 2,998,162 26.5   3,120,749 37.6

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券 
  評価差額金 

    11 0.0 △718,328 △6.3   419 0.0

２ 為替換算調整勘定     21 0.0 3,350 0.0   1,833 0.0

評価・換算差額等
合計 

    32 0.0 △714,977 △6.3   2,252 0.0

Ⅲ 新株予約権     21 0.0 ― ―   ― ―

Ⅳ 少数株主持分     411,957 8.6 540,149 4.8   529,986 6.4

純資産合計     3,250,676 68.1 2,823,333 25.0   3,652,988 44.0

負債純資産合計     4,774,711 100.0 11,275,736 100.0   8,309,543 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     4,321,532 100.0 7,004,898 100.0   10,668,574 100.0

Ⅱ 売上原価     2,337,807 54.1 4,610,811 65.8   6,078,653 57.0

売上総利益     1,983,724 45.9 2,394,086 34.2   4,589,920 43.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

          

１ 従業員給与   303,577   486,734 723,200   

２ 従業員賞与   12,446   17,627 102,952   

３ 賞与引当金繰入額   82,155   88,497 78,452   

４ 退職給付引当金繰
入額 

  ―   670 566   

５ 役員退職慰労引当
金繰入額 

  4,108   5,463 9,624   

６ 業務委託費   283,726   345,558 737,318   

７ 荷造運賃   77,628   57,884 142,176   

８ 印刷費   73,516   63,384 141,269   

９ 貸倒引当金繰入額   7,325   8,249 18,604   

10 減価償却費   14,091   23,971 59,025   

11 のれん償却額   59,832   104,054 140,326   

12 その他   619,245 1,537,654 35.6 988,535 2,190,631 31.3 1,359,478 3,512,994 32.9

営業利益     446,070 10.3 203,455 2.9   1,076,926 10.1

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   812   1,934 2,460   

２  受取配当金    ―   5 ―   

３ 為替差益    ―   15,866 ―   

４ 貯蔵品売却益   849   ― 873   

５ 業務受託手数料   3,938   ― 3,938   

６  違約金収入    ―   ― 56,104   

７ 持分法による投資
利益 

  19,078   22,588 47,870   

８ その他   4,933 29,612 0.7 11,954 52,349 0.7 11,371 122,618 1.1

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   3,122   47,821 15,674   

２ 為替差損   1,387   ― 982   

３  貯蔵品売却損    ―   ― 4,721   

４ 持分法による投資
損失 

  60,559   27,888 81,053   

５ 出資金組合損益分
配損 

  5,252   3,229 18,863   

６  その他    ― 70,322 1.6 298 79,238 1.1 873 122,169 1.1

経常利益     405,360 9.4 176,566 2.5   1,077,376 10.1

Ⅵ 特別利益           

１  投資有価証券売却
益  

  ―   ― 82   

２ 持分変動益   31,871   ― 31,871   

３ 貸倒引当金戻入益   ―   ― 504   

４ その他の特別利益   180 32,050 0.7 ― ― ― 197 32,654 0.3

Ⅶ 特別損失           

１ 貯蔵品評価損   ―   ― 8,738   

２ 固定資産除却損 ※１ 846   940 14,078   

３ のれん償却額   ―   ― 22,790   

４ 投資有価証券評価
損 

  ―   99,999 ―   

５ その他資産評価損   192   ― ―   

６  貸倒引当金繰入額    ―   ― 49,000   

７ その他   ― 1,039 0.0 202 101,143 1.4 5,664 100,272 0.9

税金等調整前中間(当
期)純利益 

    436,372 10.1 75,422 1.1   1,009,758 9.5

 



    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

法人税、住民税及び
事業税 

  52,982   155,168 218,155   

過年度法人税等   ―   18,723 ―   

法人税等調整額   117,656 170,638 3.9 △73,322 100,568 1.4 113,459 331,614 3.1

少数株主利益     5,364 0.1 10,162 0.2   47,664 0.5

中間(当期)純利益又
は中間純損失(△) 

    260,369 6.0 △35,307 △0.5   630,479 5.9

          



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

項 目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 
(千円) 

623,828 250,526 1,815,783 △211 2,689,926 

中間連結会計期間中の 
変動額(千円) 

    

連結子会社の増加に 
伴う増加 

― ― ― ― ― 

新株引受権及び 
新株予約権の行使 

30,834 31,171 ― ― 62,006 

剰余金の配当 ― ― △173,560 ― △173,560 

中間純利益 ― ― 260,369 ― 260,369 

自己株式の取得 ― ― ― △76 △76 

中間連結会計期間中の 
変動額合計(千円) 

30,834 31,171 86,808 △76 148,738 

平成18年９月30日残高 
(千円) 

654,662 281,698 1,902,592 △287 2,838,665 

項 目 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
(千円) 

― 174 174 593 21,607 2,712,301 

中間連結会計期間中の 
変動額(千円) 

    

連結子会社の増加に 
伴う増加 

― ― ― ― 384,985 384,985 

新株引受権及び 
新株予約権の行使 

― ― ― △429 ― 61,577 

剰余金の配当 ― ― ― ― ― △173,560 

中間純利益 ― ― ― ― ― 260,369 

自己株式の取得 ― ― ― ― ― △76 

株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中の
変動額(純額) 

11 △152 △141 △142 5,364 5,079 

中間連結会計期間中の 
変動額合計(千円) 

11 △152 △141 △571 390,349 538,374 

平成18年９月30日残高 
(千円) 

11 21 32 21 411,957 3,250,676 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

項 目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高 
(千円) 

654,662 281,698 2,184,677 △289 3,120,749

中間連結会計期間中の 
変動額(千円) 

    

新株予約権の行使 372 372 ― ― 745

剰余金の配当 ― ― △88,024 ― △88,024

中間純損失 ― ― △35,307 ― △35,307

株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中の
変動額(純額) 

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の 
変動額合計(千円) 

372 372 △123,332 ― △122,586

平成19年９月30日残高 
(千円) 

655,035 282,071 2,061,345 △289 2,998,162

項 目 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日残高 
(千円) 

419 1,833 2,252 529,986 3,652,988

中間連結会計期間中の 
変動額(千円) 

    

新株予約権の行使 ― ― ― ― 745

剰余金の配当 ― ― ― ― △88,024

中間純損失 ― ― ― ― △35,307

株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中の
変動額(純額) 

△718,747 1,517 △717,230 10,162 △707,067

中間連結会計期間中の 
変動額合計(千円) 

△718,747 1,517 △717,230 10,162 △829,654

平成19年９月30日残高 
(千円) 

△718,328 3,350 △714,977 540,149 2,823,333



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

（注） 平成18年６月16日開催の定時株主総会における利益処分項目を含んでおります。 

項 目 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高 
(千円) 

623,828 250,526 1,815,783 △211 2,689,926

連結会計年度中の 
変動額(千円) 

    

連結子会社の増加に 
伴う増加 

― ― ― ― ―

新株予約権の行使 30,834 31,171 ― ― 62,006

剰余金の配当（注） ― ― △261,584 ― △261,584

当期純利益 ― ― 630,479 ― 630,479

自己株式の取得 ― ― ― △77 △77

連結会計年度中の 
変動額合計(千円) 

30,834 31,171 368,894 △77 430,822

平成19年３月31日残高 
(千円) 

654,662 281,698 2,184,677 △289 3,120,749

項 目 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日残高 
(千円) 

― 174 174 593 21,607 2,712,301

連結会計年度中の 
変動額(千円) 

    

連結子会社の増加に 
伴う増加 

― ― ― ― 556,465 556,465

新株予約権の行使 ― ― ― △429 ― 61,577

剰余金の配当（注） ― ― ― ― ― △261,584

当期純利益 ― ― ― ― ― 630,479

自己株式の取得 ― ― ― ― ― △77

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動
額(純額) 

419 1,659 2,078 △164 △48,086 △46,172

連結会計年度中の 
変動額合計(千円) 

419 1,659 2,078 △593 508,379 940,686

平成19年３月31日残高 
(千円) 

419 1,833 2,252 ― 529,986 3,652,988



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

      

１ 税金等調整前中間(当期) 
  純利益 

436,372 75,422 1,009,758 

２ 減価償却費 143,261 115,125 290,212 

３ のれん償却額 59,832 104,054 154,103 

４ 貸倒引当金の増減額 △4,593 1,798 44,758 

５ 賞与引当金の増加額 89,228 13,744 82,444 

６ 退職給付引当金の増加額 550 2,130 2,060 

７ 役員退職慰労引当金の増減額 4,108 △15,041 9,624 

８ 受取利息及び受取配当金 △812 △1,940 △2,460 

９ 支払利息 3,122 47,821 15,674 

10 持分法による投資損益 41,480 5,300 33,182 

11 持分変動によるみなし売却益 △31,871 ― △31,871 

12  違約金収入  ― ― △56,104 

13 固定資産除却損 846 940 8,706 

14 投資有価証券評価損 ― 99,999 22,790 

15 投資有価証券売却益 ― ― △82 

16 出資金組合損益分配損 5,252 3,229 18,863 

17 売上債権の増減額 13,249 234,289 △918,144 

18 棚卸資産の増減額 48,579 △347,312 454,014 

19 仕入債務の減少額 △302,787 △489,668 △61,429 

20 前渡金の増減額 525 △26,251 △3,675 

21 未収入金の増減額 34,222 51,409 △24,171 

22 前受金の増減額 △49,309 311,847 △441,090 

23 未収消費税等及び 
  未払消費税等の増減額 

3,841 △54,935 34,421 

24 預り保証金の増減額 △25,488 975 △21,568 

25 その他 △268,044 166,542 114,828 

小計 201,566 299,481 734,849 

26 利息及び配当金の受取額 273 15,285 2,318 

27 利息の支払額 △6,079 △63,253 △21,360 

28 法人税等の支払額 △827,526 20,376 △1,106,403 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

△631,765 271,890 △390,596 

 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

      

１ 固定資産の取得による支出 △137,502 △172,029 △349,016 

２ 固定資産の売却による収入  ― 2,195 ― 

３ 投資有価証券の取得による 
  支出 

△944,521 △3,355,061 △1,043,883 

４ 投資有価証券の売却による 
  収入 

100,000 ― 150,082 

５ 連結範囲の変更を伴う 
  子会社株式の取得による支出 

△61,806 ― △1,005,572 

６  連結子会社株式の追加取得に 
    よる支出  

― ― △99,661 

７ 出資金増加による支出 ― ― △80,588 

８  出資金の減少による収入  ― 1,322 4,419 

９ 貸付による支出 ― △30,000 △5,000 

10 貸付金回収による収入 10,229 800 16,019 

11  差入保証金の差入による支出  ― △10,389 △135,285 

12  差入保証金の受入による収入  ― 2,041 7,408 

13 その他 △13,316 △1,060 △12 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

△1,046,917 △3,562,179 △2,541,090 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

      

１ 短期借入金の増減額 500,000 3,700,000 2,000,000 

２ 長期借入金の返済による支出 △2,393 △2,730 △2,117 

３ 社債の償還による支出 △206,250 ― △221,550 

４ 新株発行による収入 61,434 745 61,413 

５ 自己株式取得による支出 △76 ― △104 

６ 配当金の支払額 △170,880 △86,537 △259,097 

７  その他  ― △7,331 △5,260 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

181,833 3,604,146 1,573,281 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

378 1,083 2,403 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △1,496,470 314,940 △1,356,002 

Ⅵ  連結追加に伴う現金及び現金 
     同等物の増加額  

― ― 9,328 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

2,261,445 914,771 2,261,445 

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

764,975 1,229,712 914,771 

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 ５社 

連結子会社の名称及び新規連結

の理由 

CDNソリューションズ㈱ 

Oy Gamecluster Ltd. 

CMX㈱ 

㈱釣りビジョン 

ギガ・ブレーンズ㈱ 

  

 CMX㈱、㈱釣りビジョン及びギ

ガ・ブレーンズ㈱は、当中間連

結会計期間中に新たに取得した

ため連結の範囲に含めておりま

す。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 ８社 

連結子会社の名称及び新規連結

の理由 

CDNソリューションズ㈱ 

Oy Gamecluster Ltd. 

CMX㈱ 

㈱釣りビジョン 

ギガ・ブレーンズ㈱ 

ブロードメディア・スタジオ

㈱  

ハリウッドチャンネル㈱ 

クラリネット㈱  

  

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 ８社 

連結子会社の名称及び新規連結

の理由 

CDNソリューションズ㈱  

Oy Gamecluster Ltd. 

CMX㈱ 

㈱釣りビジョン 

ギガ・ブレーンズ㈱ 

ブロードメディア・スタジオ

㈱  

ハリウッドチャンネル㈱ 

クラリネット㈱  

  

 CMX㈱、㈱釣りビジョン、ギガ・

ブレーンズ㈱、ブロードメディア・

スタジオ㈱、ハリウッドチャンネル

㈱は当連結会計年度中に新たに取得

したため連結の範囲に含めておりま

す。 

 また、前連結会計年度において非

連結子会社であったクラリネット㈱

は、重要性が増したことにより当連

結会計年度より連結の範囲に含めて

おります。 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

クラリネット㈱ 

  ―――――――  ――――――― 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社クラリネット㈱

は、小規模会社であり、同社の

総資産、売上高、中間純損益及

び利益剰余金等は、いずれも当

社の中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためであ

ります。 

    

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数 ３社 

会社等の名称 

㈱アリスネット 

ルネサンス・アカデミー㈱ 

日本映画衛星放送㈱  

  

 当社は、平成18年７月31日に日

本映画衛星放送㈱の株式を取得致

しましたので、当中間連結会計期

間より持分法を適用しておりま

す。 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数 ４社 

会社等の名称 

㈱アリスネット 

ルネサンス・アカデミー㈱ 

日本映画衛星放送㈱ 

上海新天地㈱ 

 当社は、平成19年９月30日に上

海新天地㈱の株式を取得しました

ので、当中間連結会計期間より持

分法を適用しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数 ３社 

会社等の名称 

㈱アリスネット 

ルネサンス・アカデミー㈱ 

日本映画衛星放送㈱  

  

  当社は、当連結会計年度中に、

日本映画衛星放送㈱の株式を取得

致しましたので、当連結会計年度

より持分法を適用しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

 Oy Gamecluster Ltd.の中間決算

日は６月30日であります。中間連

結財務諸表を作成するに当たって

は同日現在の中間財務諸表を使用

し、中間連結決算日までに生じた

重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

Oy Gamecluster Ltd.の決算日は12

月31日であります。連結財務諸表

を作成するに当たっては同日現在

の財務諸表を使用し、連結決算日

までに生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行ってお

ります。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

その他有価証券 

――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合へ

の出資(証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるもの)に

ついては、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、持分相当

額で取り込む方法によっておりま

す。損益の持分相当額について

は、営業外損益に計上しておりま

す。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの  

  中間決算期末日の市場価格等に

基づく時価法を採用しておりま

す。 

  なお、評価差額金は、全部純資

産直入法によって処理し、売却原

価は、移動平均法によって算定し

ております。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合へ

の出資(金融商品取引法第２条第２

項により有価証券とみなされるも

の)については、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入手可能

な最近の決算書を基礎とし、持分

相当額で取り込む方法によってお

ります。損益の持分相当額につい

ては、営業外損益に計上しており

ます。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの  

 決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法を採用しております。  

  

 なお、評価差額金は、全部純資

産直入法によって処理し、売却原

価は、移動平均法によって算定し

ております。  

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合へ

の出資(証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるもの)に

ついては、組合契約に規定される

決算報告日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、持分相当

額で取り込む方法によっておりま

す。損益の持分相当額について

は、営業外損益に計上しておりま

す。 

棚卸資産 

商品 

 先入先出法による原価法を採用

しております。 

棚卸資産 

商品 

同左 

棚卸資産 

商品 

同左 

――――――― 仕掛品 

 個別法による原価法を採用して

おります。  

仕掛品 

同左 

番組勘定 

 個別法による原価法を採用して

おります。 

番組勘定 

  個別法による原価法を採用して

おります。ただし、一部映画放送

権については定率法による償却を

おこなっております。 

番組勘定 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

有形固定資産 

  定率法を採用しております。た

だし、平成10年４月１日以降取得

した建物（建物付属設備を除く）

については、定額法を採用してお

ります。 

（会計方針の変更） 

 平成19年４月１日以降に取得し

た建物、機械装置及び工具器具備

品については、平成19年度の税制

改正に伴い、改正後の法人税法に

規定する減価償却の方法によって

おります。 

 この変更による損益への影響は

軽微であります。  

（追加情報） 

 当社及び国内連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した連結会計年

度の翌連結会計年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、

減価償却に含めて計上しておりま

す。   

 なお、これによる損益への影響

は軽微であります。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

有形固定資産 

 定率法を採用しております。た

だし、平成10年４月１日以降取得

した建物（建物付属設備を除く）

については、定額法を採用してお

ります。 

無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における見込利

用可能期間(５年)に基づく定額法

を採用しております。 

無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

  なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における見込利

用可能期間(３年～５年)に基づく

定額法を採用しております。 

無形固定資産 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同左 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当中間連結会計期間末におけ

る退職給付債務期末自己都合要支

給額の100％相当額を計上しており

ます。 

退職給付引当金 

  連結子会社１社は、従業員の退

職給付に備えるため、当中間連結

会計期間末における退職給付債務

の見込額(期末自己都合要支給額の

100％相当額)を計上しておりま

す。  

退職給付引当金 

  連結子会社１社は、従業員の退

職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務の見

込額(期末自己都合要支給額の

100％相当額)を計上しておりま

す。  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく当中間連結会

計期間末要支給額を計上しており

ます。 

役員退職慰労引当金 

同左 

役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく当連結会計年

度末要支給額を計上しておりま

す。 

賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の

支出に備えるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

 前中間連結会計期間及び前連結

会計年度においては流動負債の

「その他」に含めておりました

が、当中間連結会計期間から「賞

与引当金」として掲記しておりま

す。なお、前中間連結会計期間末

において流動負債の「その他」に

含まれる当該負債の額は71,338千

円であり、前連結会計年度末にお

いて流動負債の「その他」に含ま

れる当該負債の額は72,486千円で

あります。 

賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の

支出に備えるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

  

賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の

支出に備えるため、支給見込額に

基づき計上しております。 

  前連結会計年度においては流動

負債の「その他」に含めておりま

したが、当連結会計年度から賞与

引当金として掲記しております。

なお、前連結会計年度末において

流動負債の「その他」に含まれる

当該負債の額は72,486千円であり

ます。  

(4) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。また、為替変動リスクのヘッ

ジについて振当処理の要件を充た

している場合には振当処理を行っ

ております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

当中間連結会計期間にヘッジ会計

を適用したヘッジ手段とヘッジ対

象は以下のとおりであります。 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

当連結会計年度にヘッジ会計を適

用したヘッジ手段とヘッジ対象は

以下のとおりであります。 

ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…外貨建仕入債務 

  

  

ヘッジ手段…為替予約取引 

ヘッジ対象…外貨建仕入債務 

ハ ヘッジ方針 

主に当社の内規である為替リスク

管理規程に基づき、為替変動リス

クをヘッジしております。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

ハ ヘッジ方針 

同左 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約取引については、当該取

引とヘッジ対象に関する重要な条

件等が一致しており、かつキャッ

シュ・フローが固定されているた

め、ヘッジの有効性評価を省略し

ております。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５ その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式

によっております。 

５ その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

６ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

６ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

６ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からな

っております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

 当中間連結会計期間より「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日)を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は2,838,697千円であ

ります。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

る中間連結貸借対照表の表示に関す

る変更は以下のとおりであります。 

１ 前中間連結会計期間における

「資本の部」は、当中間連結会

計期間から「純資産の部」とな

り、「純資産の部」は「株主資

本」「評価・換算差額等」「新

株予約権」及び「少数株主持

分」に分類して表示しておりま

す。 

２ 前中間連結会計期間において独

立掲記しておりました「資本

金」、「資本剰余金」、「利益

剰余金」及び「自己株式」は当

中間連結会計期間においては

「株主資本」の内訳科目として

表示しております。 

３ 「新株予約権」は前中間連結会

計期間においては「流動負債」

の「その他」に含めて表示して

おりましたが、当中間連結会計

期間においては「純資産の部」

に掲記しております。なお、前

中間連結会計期間末の「新株予

約権」の残高は1,218千円であり

ます。 

４ 「少数株主持分」は前中間連結

会計期間においては「少数株主

持分」として区分掲記しており

ましたが、当中間連結会計期間

においては「純資産の部」に掲

記しております。 

――――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

  当連結会計年度より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日)を適用してお

ります。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。  

  なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は3,123,001千円であ

ります。 

  連結財務諸表規則の改正による連

結貸借対照表の表示に関する変更は

以下のとおりであります。  

 １ 前連結会計年度における「資本

の部」は、当連結会計年度から

「純資産の部」となり、「純資

産の部」は「株主資本」「評

価・換算差額等」及び「少数株

主持分」に分類して表示してお

ります。  

  

 ２ 前連結会計年度において独立掲

記しておりました「資本金」、

「資本剰余金」、「利益剰余

金」及び「自己株式」は当連結

会計年度においては「株主資

本」の内訳科目として表示して

おります。  

 ３ 「少数株主持分」は前連結会計

年度においては「少数株主持

分」として区分掲記しておりま

したが、当連結会計年度におい

ては「純資産の部」に掲記して

おります。 

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(企業結合に係る会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「企業結

合に係る会計基準」(企業会計審議

会 平成15年10月31日)及び「事業分

離等に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業会

計基準第７号)並びに「企業結合会計

基準及び事業分離会計基準に関する

適用指針」(企業会計基準委員会 平

成17年12月27日 企業会計基準適用指

針第10号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 中間連結財務諸表規則の改正によ

る中間連結財務諸表の表示に関する

変更は以下のとおりであります。 

――――――― (企業結合に係る会計基準等)  

 当連結会計年度から「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会 平

成15年10月31日）及び「事業分離等

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成17年12月27日 企業会計

基準第７号）並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準委員

会 平成17年12月27日 企業会計基準

適用指針第10号）を適用しておりま

す。  

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 連結財務諸表の表示に関する変更

は以下のとおりであります。 

(中間連結貸借対照表) 

「連結調整勘定」は、当中間連結会

計期間から「のれん」として表示し

ております。 

――――――― (連結貸借対照表) 

 「連結調整勘定」は、当連結会計年

度から「のれん」として表示してお

ります。 

(中間連結損益計算書) 

「連結調整勘定償却額」は、当中間

連結会計期間から「のれん償却額」

として表示しております。 

―――――――  (連結損益計算書) 

 「連結調整勘定償却額」は、当連結

会計年度から「のれん償却額」とし

て表示しております。  

(中間連結キャッシュ・フロー計算

書) 

「連結調整勘定償却額」は、当中間

連結会計期間から「のれん償却額」

として表示しております。 

――――――― （連結キャッシュ・フロー計算書）  

 「連結調整勘定償却額」は、当連結

会計年度から「のれん償却額」とし

て表示しております。  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

――――――― ※１  担保資産及び担保付債務 

 担保資産  

 担保付債務  

その他有価証券 1,833,000千円

短期借入金 1,300,000千円

――――――― 

※２ 当座貸越契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行１行と当座貸越

契約を締結しております。 

 これらの契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

※２ 当座貸越契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行１行と当座貸越

契約を締結しております。 

 これらの契約に基づく当中間連結

会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

※２ 当座貸越契約 

 当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため銀行１行と当座貸越契約

を締結しております。   

  この契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

当座貸越極度額及び極度貸付額 

の総額 1,000,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 500,000千円

当座貸越極度額及び極度貸付額 

の総額 4,600,000千円

借入実行残高 4,400,000千円

差引額 200,000千円

当座貸越極度額及び極度貸付額 

 の総額 2,400,000千円

借入実行残高 2,000,000千円

差引額 400,000千円

※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

の交換日をもって決済処理をし

ております。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。 

※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

の交換日をもって決済処理をし

ております。 

 なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であったた

め、次の中間連結会計期間末日

満期手形が、中間連結会計期間

末残高に含まれております。 

※２ 連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしており

ます。  

  なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったため、

次の連結会計年度末日満期手形

が連結会計年度末残高に含まれ

ております。 

受取手形 1,155千円 受取手形 2,067千円 受取手形 1,309千円

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債の「未払消費

税等」に含めて表示しております。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

※５ 非連結子会社及び関連会社に

対するものは次のとおりであ

ります。 

※５ 非連結子会社及び関連会社に

対するものは次のとおりであ

ります。 

※５ 非連結子会社及び関連会社に

対するものは次のとおりであ

ります。 

投資有価証券(株式) 290,149千円 投資有価証券(株式) 481,379千円 投資有価証券(株式) 288,447千円

 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

 ６ 契約債務 

 当社は、平成17年４月28日にSBIブ

ロードバンドファンド１号投資事業

有限責任組合に１口100,000千円の出

資をおこなう契約を締結致しまし

た。当中間連結会計期間末における

同組合に対する払込額は50,000千円

であり、残額50,000千円については

同組合への出資義務を負っておりま

す。 

 また、当社は、平成18年４月17日

にSBIビービー・モバイル投資事業有

限責任組合に１口100,000千円の出資

をおこなう契約を締結致しました。

当中間連結会計期間末における同組

合に対する払込額は25,000千円であ

り、残額75,000千円については同組

合への出資義務を負っております。 

 ６ 契約債務 

 当社は、平成17年４月28日にSBIブ

ロードバンドファンド１号投資事業

有限責任組合に１口100,000千円の出

資をおこなう契約を締結致しまし

た。当中間連結会計期間末における

同組合に対する払込額は75,000千円

であり、残額25,000千円については

同組合への出資義務を負っておりま

す。 

 また、当社は、平成18年４月17日

にSBIビービー・モバイル投資事業有

限責任組合に１口100,000千円の出資

をおこなう契約を締結致しました。

当中間連結会計期間末における同組

合に対する払込額は50,000千円であ

り、残額50,000千円については同組

合への出資義務を負っております。  

 ６ 契約債務 

 当社は、平成17年４月28日にSBIブ

ロードバンドファンド１号投資事業

有限責任組合に１口100,000千円の出

資をおこなう契約を締結致しまし

た。当連結会計年度末における同組

合に対する払込額は50,000千円であ

り、残額50,000千円については同組

合への出資義務を負っております。 

 また、当社は、平成18年４月17日

にSBIビービー・モバイル投資事業有

限責任組合に１口100,000千円の出資

をおこなう契約を締結致しました。

当連結会計年度末における同組合に

対する払込額は25,000千円であり、

残額75,000千円については同組合へ

の出資義務を負っております。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

――――――― ――――――― ※１ 固定資産除却損の内訳 

建物 12,666千円

工具器具備品 1,411千円

 計 14,078千円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

(1)株式分割による増加      17,356千株 

(2)新株予約権の行使による増加    497千株 

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

(1)株式分割による増加         346株 

(2)単元未満株式の買取りによる増加   91株 

３ 新株予約権等に関する事項 

 （注）１ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

①増加は、平成18年４月１日付の株式分割(１：２)によるものであります。 

②第１回新株予約権証券の減少のうち401,783株は権利行使、152,217株は権利の失効によるものでありま

す。 

③第２回新株予約権証券及び平成16年度第１回新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 17,356 17,854 ― 35,210 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 346 437 ― 783 

区分 新株予約権の内訳 
目的となる
株式の種類 

目的となる株式の数(株) 
当中間連結
会計期間末
残高(千円) 前連結会計

年度末 
増加 減少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社 

第１回新株予約権

証券 
普通株式 277,000 277,000 554,000 ― ― 

第２回新株予約権

証券 
普通株式 39,400 39,400 55,970 22,830 21 

平成16年度第１回

新株予約権 
普通株式 293,400 293,400 40,000 546,800 ― 

平成17年度第１回

新株予約権 
普通株式 200,000 200,000 ― 400,000 ― 

合計 809,800 809,800 649,970 969,630 21 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成18年 6月16日 

定時株主総会 
普通株式 173,560 10.00 平成18年3月31日 平成18年6月19日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年10月27日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 88,024 2.50 平成18年9月30日 平成18年12月5日 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 新株予約権の行使による増加      1千株 

２ 自己株式に関する事項 

３ 新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません。 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

(1)株式分割による増加      17,356千株 

(2)新株予約権の行使による増加    497千株 

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

(1)株式分割による増加         346株 

(2)単元未満株式の買取りによる増加    91株 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 35,210 1 ― 35,212 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 783 ― ― 783 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成19年 6月20日 

定時株主総会 
普通株式 88,024 2.50 平成19年3月31日 平成19年6月21日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年10月31日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 88,024 2.50 平成19年9月30日 平成19年12月10日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(千株) 17,356 17,854 ― 35,210 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 346 437 ― 783 



３ 新株予約権等に関する事項 

 （注）１ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

①増加は、平成18年４月１日付の株式分割(１：２)によるものであります。 

②第１回新株予約権証券の減少のうち401,783株は権利行使、152,217株は権利の失効によるものでありま

す。 

③第２回新株予約権証券減少のうち55,970株は権利行使、22,830株は権利の失効によるものであります。 

④平成16年度第１回新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期の末日後となるもの 

区分 新株予約権の内訳 
目的となる
株式の種類 

目的となる株式の数(株) 
当連結会計
年度末残高 

(千円) 前連結会計
年度末 

増加 減少 
当連結会計
年度末 

提出会社 

第１回新株予約権

証券 
普通株式 277,000 277,000 554,000 ― ― 

第２回新株予約権

証券 
普通株式 39,400 39,400 78,800 ― ― 

平成16年度 

第１回新株予約権 
普通株式 293,400 293,400 40,000 546,800 ― 

平成17年度 

第１回新株予約権 
普通株式 200,000 200,000 ― 400,000 ― 

合計 809,800 809,800 672,800 946,800 ― 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成18年 6月16日 

定時株主総会 
普通株式 173,560 10.00 平成18年3月31日 平成18年6月19日 

平成18年10月27日 

取締役会 
普通株式 88,024 2.50 平成18年9月30日 平成18年12月5日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
配当の原資 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年 6月20日 

定時株主総会 
普通株式 88,024 利益剰余金 2.50 平成19年3月31日 平成19年6月21日 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

１ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成18年９月30日現在)

現金及び預金 815,019千円

預金期間が３か月を

超える定期預金 
△50,044千円

現金及び現金同等物 764,975千円

(平成19年９月30日現在)

現金及び預金 1,279,768千円

預金期間が３か月を

超える定期預金 
△50,056千円

現金及び現金同等物 1,229,712千円

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金 964,827千円

預金期間が３か月を

超える定期預金 
△50,056千円

現金及び現金同等物 914,771千円

２ 当中間連結会計期間に株式の取

得により新たに連結子会社とな

った会社の資産及び負債の主な

内訳 

     株式の取得により新たに連結

したことに伴う連結開始時の資

産及び負債の内訳並びに株式の

取得価額と取得のための支出(純

額)は次のとおりであります。 

――――――― ２ 当連結会計年度に株式の取得に

より新たに連結子会社となった

会社の資産及び負債の主な内訳 

     株式の取得により新たに連結

したことに伴う連結開始時の資

産及び負債の内訳並びに株式の

取得価額と取得のための支出(純

額)は次のとおりであります。 

CMX㈱  

流動資産 55,923千円

固定資産 ― 千円

のれん 31,855千円

流動負債 △45,742千円

固定負債 ― 千円

少数株主持分 △2,036千円

CMX㈱ 株式の取得価額 40,000千円

CMX㈱ 現金及び 

現金同等物 
9,595千円

差引:取得による支出 30,404千円

   

㈱釣りビジョン  

流動資産 609,949千円

固定資産 191,576千円

のれん 25,265千円

流動負債 △110,451千円

固定負債 △10,627千円

その他有価証券評価 

差額金 
△11千円

少数株主持分 △382,949千円

㈱釣りビジョン 

株式の取得価額 
322,751千円

㈱釣りビジョン 

現金及び現金同等物 
282,391千円

差引:取得による支出 40,359千円

 

  

CMX㈱  

流動資産    55,923千円

固定資産  ― 千円

のれん    31,855千円

流動負債   △45,742千円

固定負債 ― 千円

少数株主持分 △2,036千円

CMX㈱ 株式の取得価額    40,000千円

CMX㈱ 現金及び 

現金同等物 
   9,595千円

差引:取得による支出    30,404千円

   

㈱釣りビジョン  

流動資産 609,949千円

固定資産 191,576千円

のれん 25,265千円

流動負債 △110,451千円

固定負債 △10,627千円

その他有価証券評価 

差額金 
△11千円

少数株主持分 △382,949千円

㈱釣りビジョン 

株式の取得価額 
    322,751千円

㈱釣りビジョン 

現金及び現金同等物 
282,391千円

差引:取得による支出 40,359千円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

ギガ・ブレーンズ㈱ 

流動資産 31,436千円

固定資産 11,955千円

のれん 3,891千円

流動負債 △17,283千円

固定負債 ― 千円

㈱釣りビジョン 

関係会社株式 
△30,000千円

ギガ・ブレーンズ㈱ 

株式の取得価額 
― 千円

ギガ・ブレーンズ㈱ 

現金及び現金同等物 
8,958千円

差引:取得による収入 8,958千円

  ギガ・ブレーンズ㈱ 

流動資産 31,436千円

固定資産 11,955千円

のれん 3,891千円

流動負債 △17,283千円

固定負債 ― 千円

㈱釣りビジョン 

関係会社株式 
△30,000千円

ギガ・ブレーンズ㈱ 

株式の取得価額 
― 千円

ギガ・ブレーンズ㈱ 

現金及び現金同等物 
8,958千円

差引:取得による支出 8,958千円

   

ブロードメディア・スタジオ㈱

流動資産 3,235,278千円

固定資産 261,716千円

のれん 260,905千円

流動負債 △1,614,069千円

固定負債 △166,920千円

その他有価証券 

評価差額金  
△1,200千円

少数株主持分 △171,480千円

ブロードメディア・ 

スタジオ㈱  

株式の取得価額 

1,804,229千円

ブロードメディア・ 

スタジオ㈱  

現金及び現金同等物 

795,007千円

差引:取得による支出 1,009,222千円

   

ハリウッドチャンネル㈱ 

流動資産 122,569千円

固定資産 5,481千円

のれん 6,090千円

流動負債 △108,111千円

ブロードメディア・ 

スタジオ㈱ 

関係会社株式 

△26,029千円

ハリウッドチャンネル㈱ 

株式の取得額 
― 千円

ハリウッドチャンネル㈱ 

現金及び現金同等物 
65,455千円

差引:取得による支出 65,455千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間連結会

計期間末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間連結会

計期間末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間連結 
会計期間末
残高相当額 

(千円) 

工具器具備品
(主にCSチュ
ーナー・アン

テナ) 

222,402 135,553 86,848 

機械装置 
(主に映像 
編集設備) 

8,057 3,729 4,328 

車両運搬具 6,479 1,519 4,959 

  

有形固定 

資産 

(機械装置 

及び運搬具)

(千円) 

有形固定  

資産 

(工具器具 

備品) 

(千円) 

合計  

(千円) 

取得価額 

相当額 
230,316 274,225 504,542 

減価償却累計 

額相当額 
51,249 135,518 186,767 

減損損失累計 

額相当額 
119,298 41,117 160,416 

中間期末 

残高相当額 
59,768 97,589 157,358 

  

有形固定 

資産 

(機械装置 

及び運搬具) 

(千円) 

有形固定  

資産 

(工具器具 

備品) 

(千円) 

合計  

(千円) 

取得価額 

相当額 
220,896 337,644 558,540 

減価償却累計 

額相当額 
45,278 187,641 232,920 

減損損失累計 

額相当額 
119,298 41,117 160,416 

期末残高 

相当額 
56,318 108,885 165,204 

(2) 未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額等 

未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 

(2) 未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額等 

未経過リース料中間連結会計期

間末残高相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 60,645千円 

１年超 42,792千円 

合計 103,437千円 

１年内 101,715千円

１年超 175,278千円

合計 276,994千円

１年内 139,828千円

１年超 187,416千円

合計 327,245千円

  リース資産減損

勘定期末残高 
89,277千円

リース資産減損 

勘定期末残高 
113,854千円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失、支払利息相当

額 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失、支払利息相当

額 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失、支払利息相当

額 

支払リース料 28,776千円 

減価償却費 

相当額 
24,860千円 

支払利息相当額 3,530千円 

支払リース料 72,729千円

リース資産減損

勘定の取崩額 
24,576千円

減価償却費 

相当額 
64,161千円

支払利息相当額 7,716千円

支払リース料 90,439千円

リース資産減損 

勘定の取崩額 
16,963千円

減価償却費 

相当額 
81,934千円

支払利息相当額 10,171千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

価保証額を残存価額とする定額法

によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

 



次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損

失はありません。 

（減損損失について） 

――――――― 

（減損損失について） 

―――――――  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日現在) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内容 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日現在) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内容 

区分 
取得原価 
(千円) 

中間連結貸借対照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

その他 50,000 50,019 19 

合計 50,000 50,019 19 

区分 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

関係会社株式   

非上場株式 290,149 

その他有価証券   

非上場株式 639,795 

社債 70,000 

その他 86,205 

合計 1,086,151 

種類 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 3,088,638 1,877,739 △1,210,898 

(2）債権 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

合計 3,088,638 1,877,739 △1,210,898 

区分 中間連結貸借対照表計上額(千円) 

関係会社株式   

非上場株式 481,379 

その他有価証券   

非上場株式 763,127 

社債 70,000 

その他 124,123 

合計 1,438,631 



前連結会計年度(平成19年３月31日現在) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日現在) 

 当中間連結会計期間末においては、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日現在) 

 当中間連結会計期間末においては、ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象としておりません。 

前連結会計年度末(平成19年３月31日現在) 

 当連結会計年度末においては、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。 

種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 3,076 3,783 706 

(2）債権  ― ― ― 

(3）その他  ― ― ― 

合計 3,076 3,783 706 

区分 連結貸借対照表計上額(千円) 

関係会社株式   

非上場株式 288,447 

その他有価証券   

非上場株式 843,127 

社債  70,000 

その他 78,176 

合計 1,279,751 



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  該当事項はありません。  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  該当事項はありません。  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 (1) ストック・オプションの内容 

 (注) １ 株式数に換算して記載しております。 

２ 平成17年３月１日開催の取締役会決議により、平成17年５月20日付をもって普通株式１株を２株に分割して

おります。第１回新株引受権、第２回新株引受権及び平成16年度第１回新株予約権のストック・オプション

数は、当該株式分割前の付与数であります。 

  
第１回 

新株引受権 
第２回 

新株引受権 
平成16年度  

 第１回新株予約権 
平成17年度 

第１回新株予約権 

付与対象者の区分 

及び人数 

当社の取締役 

３名 

当社の使用人  

26名 

当社の使用人  

22名 

当社の取締役 

５名 

当社の使用人  

116名 

当社の取締役  

４名 

当社の使用人  

91名 

子会社の取締役  

３名 

子会社の使用人  

10名 

株式の種類別のスト

ック・オプションの

数 (注)１ (注)２ 

普通株式 550,000株 普通株式 40,800株 普通株式 192,300株 普通株式 200,000株 

付与日 平成13年７月19日 平成14年１月21日  平成17年２月７日 平成17年12月９日 

権利確定条件 

権利行使期間の開始

日に、当社の取締役

または従業員として

の地位にあること(た

だし、その他の地位

であっても、会社が

諸般の事情を考慮の

うえ権利存続を承認

した場合は、この限

りではない)  

権利行使期間の開始

日に、当社の取締役

または従業員として

の地位にあること(た

だし、その他の地位

であっても、会社が

諸般の事情を考慮の

うえ権利存続を承認

した場合は、この限

りではない) 

権利行使期間の開始

日に、当社並びに当

社の子会社及び関連

会社の取締役、監査

役、使用人その他こ

れに準ずる地位にあ

ること 

権利行使期間の開始

日に、当社並びに当

社の子会社及び関連

会社の取締役、監査

役、使用人その他こ

れに準ずる地位にあ

ること 

対象勤務期間 

平成13年７月19日か

ら平成13年７月31日

まで  

平成14年１月21日か

ら平成14年１月31日

まで   

平成17年２月７日か

ら平成17年６月30日

まで 

平成17年12月９日か

ら平成18年６月30日

まで 

権利行使期間 

平成13年８月１日か

ら平成18年７月17日

まで 

平成14年２月１日か

ら平成19年１月20日

まで 

平成17年７月１日か

ら平成22年６月30日

まで 

平成18年７月１日か

ら平成23年６月30日

まで 



(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

  当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 (注) 平成18年１月25日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付をもって普通株式１株を２株に分割しており

ます。これに伴うストック・オプションの目的となる株式数の増加であります。 

② 単価情報 

    
第１回 

新株引受権 
第２回 

新株引受権 
平成16年度  

第１回新株予約権 
平成17年度 

第１回新株予約権

権利確定前 (株)         

前連結会計年度末   ― ― ― 200,000 

付与   ― ― ― ― 

株式分割 (注)   ― ― ― 200,000 

失効   ― ― ― ― 

権利確定   ― ― ― 400,000 

未確定残   ― ― ― ― 

権利確定後 (株)         

前連結会計年度末   277,000 39,400 293,400 ― 

権利確定   ― ― ― 400,000 

株式分割 (注)   277,000 39,400 293,400 ― 

権利行使   401,783 55,970 40,000 ― 

失効   152,217 22,830 ― ― 

未行使残   ― ― 546,800 400,000 

    
第１回 

新株引受権 
第２回 

新株引受権 
 平成16年度 

第１回新株予約権 
平成17年 

第１回新株予約権

権利行使価格 (円) 93.8 93.8 466 1,270 

行使時平均株価 (円) 840 761 760 ― 

公正な評価単価 (円) ― ― ― ― 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業は、当社が顧客に対して提供するサービスの類似性に基づき、それぞれのサービスが訴求している市場

の種類ならびに属性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要なサービス 

  （単位：千円）

  
メディア 

コンテンツ 
事業 

ゲーム 
オンデマン
ド事業 

CDN事業 
ブロード 
バンド事業 

CS放送 
サービス 
事業 

その他 計 
消去又は 
全社 

連結 

売上高                   

(1)外部顧客に

対する売上

高 

811,050 65,135 605,139 1,208,797 1,535,885 95,524 4,321,532 ― 4,321,532 

(2)セグメント

間の内部売

上高又は振

替高 

― ― ― ― ― ― ― ― ― 

計 811,050 65,135 605,139 1,208,797 1,535,885 95,524 4,321,532 ― 4,321,532 

営業費用 959,559 383,191 542,921 1,237,767 545,502 206,518 3,875,461 ― 3,875,461 

営業利益又は 

営業損失(△) 
△148,509 △318,055 62,217 △28,969 990,382 △110,994 446,070 ― 446,070 

事 業 区 分 主要な商品・製品及びサービス 

メディアコンテンツ事業 
「BBTV」を初めとするCATV事業者・通信事業者等へのコンテンツ供給。 

PC向けのコンテンツ配信。 

ゲームオンデマンド事業 

インタラクティブなアプリケーションをプログラムのダウンロードなしで各種端末に

提供する技術である「G-cluster(G-クラスタ)」の提供。 

同技術を利用したゲームコンテンツの配信。 

CDN事業 
コンテンツをエンドユーザまで最適経路で配信するサービスであるコンテンツ・デリ

バリー・ネットワークの提供。 

ブロードバンド事業 
ブロードバンドインターネット回線(Yahoo!BB)などBBテクノロジー㈱が展開する各種

サービスの利用者の獲得業務等。 

CS放送サービス事業 
「CSチューナー・アンテナの無料レンタル」や「番組ガイドを中心とした会報誌の配

送」といった独自のサービスを提供する会員組織の企画・運営等。 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業は、当社が顧客に対して提供するサービスの類似性に基づき、投入する経営資源の単位を勘案し区分し

ております。 

２ 各区分に属する主要なサービス 

３ 事業区分の変更 

 従来、事業区分は、顧客に対して提供するサービスの類似性に基づき、また、それぞれのサービスが遡及

している市場の種類並びに属性を考慮して、６事業に区分しておりましたが、当中間連結会計期間から、

「コンテンツサービス」「技術サービス」「ネットワーク営業」の３事業の区分に変更致しました。 

 この変更は、当社の事業組織の変更（各事業部を「コンテンツサービス」「技術サービス」「ネットワー

ク営業」の３ユニットへ再統合）に伴うものであり、各事業領域への経営資源の投入と事業展開の状況をよ

り的確に表示するために行ったものであります。 

 なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において当中間連結会計期間の事業区分によった場合の事

業の種類別セグメント情報は以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  （単位：千円）

  
コンテンツ 
サービス 

技術サービス 
ネットワーク 

 営業 
計 

消去又は 
全社 

連結 

売上高             

(1)外部顧客に対する売

上高 
4,055,658 589,828 2,359,410 7,004,898 ― 7,004,898 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
― ― ― ― ― ― 

計 4,055,658 589,828 2,359,410 7,004,898 ― 7,004,898 

営業費用 3,518,941 978,600 2,303,901 6,801,443 ― 6,801,443 

営業利益又は 

営業損失(△) 
536,717 △388,771 55,509 203,455 ― 203,455 

事 業 区 分 主要な商品・製品及びサービス 

コンテンツサービス 

ブロードバンド及び携帯向けのコンテンツ配信 

映画及びテレビ局向けコンテンツの配給 

字幕・吹替等の制作 

 CS放送及びCATV向けの番組制作及び放映 

 CS放送関連サービス 

技術サービス 
コンテンツ・デリバリー・ネットワーク・サービスの提供 

「Gクラスタ」技術を活用したコンテンツ配信サービスの提供 

ネットワーク営業 
「Yahoo！BB」サービスの加入勧誘及び申込取次 

携帯電話サービスの加入勧誘、申込取次及び携帯電話端末の販売代理店業務 

  （単位：千円）

  
コンテンツ 
サービス 

技術サービス 
ネットワーク 

 営業 
計 

消去又は 
全社 

連結 

売上高             

(1)外部顧客に対する売

上高 
2,442,459 670,274 1,208,797 4,321,532 ― 4,321,532 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
― ― ― ― ― ― 

計 2,442,459 670,274 1,208,797 4,321,532 ― 4,321,532 

営業費用 1,711,581 926,113 1,237,767 3,875,461 ― 3,875,461 

営業利益又は 

営業損失(△) 
730,878 △255,838 △28,969 446,070 ― 446,070 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業は、当社が顧客に対して提供するサービスの類似性に基づき、それぞれのサービスが訴求している市場

の種類並びに属性を考慮して区分しております。 

２ 各区分に属する主要なサービス 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,402,721千円であり、当社での余資運用資金

(現金、有価証券等)等であります。 

  （単位：千円）

  
コンテンツ 
サービス 

技術サービス 
ネットワーク 

 営業 
計 

消去又は 
全社 

連結 

売上高             

(1)外部顧客に対する売

上高 
6,576,066 1,257,285 2,835,222 10,668,574 ― 10,668,574 

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
― ― ― ― ― ― 

計 6,576,066 1,257,285 2,835,222 10,668,574 ― 10,668,574 

営業費用 4,849,035 1,824,008 2,918,603 9,591,647 ― 9,591,647 

営業利益又は 

営業損失(△) 
1,727,030 △566,722 △83,381 1,076,926 ― 1,076,926 

  (単位：千円)

  
メディア 

コンテンツ 
事業 

ゲーム 
オンデマン
ド事業 

CDN事業 
ブロード 

バンド事業 

CS放送 
サービス 

事業 
その他 計 

消去又は 
全社 

連結 

売上高                   

(1)外部顧客に

対する売上

高 

3,508,782 120,652 1,136,633 2,835,222 2,907,073 160,209 10,668,574 ― 10,668,574 

(2)セグメント

間の内部売

上高又は振

替高 

― ― ― ― ― ― ― ― ― 

計 3,508,782 120,652 1,136,633 2,835,222 2,907,073 160,209 10,668,574 ― 10,668,574 

営業費用 3,546,419 801,682 1,022,325 2,918,603 975,390 327,225 9,591,647 ― 9,591,647 

営業利益又は 

営業損失(△) 
△37,637 △681,030 114,307 △83,381 1,931,683 △167,016 1,076,926 ― 1,076,926 

事 業 区 分 主要な商品・製品及びサービス 

メディアコンテンツ事業 
「BBTV」を初めとするCATV事業者・通信事業者等へのコンテンツ供給。 

PC向けのコンテンツ配信。 

ゲームオンデマンド事業 

インタラクティブなアプリケーションをプログラムのダウンロードなしで各種端末に

提供する技術である「G-cluster(G-クラスタ)」の提供。 

同技術を利用したゲームコンテンツの配信。 

CDN事業 
コンテンツをエンドユーザまで最適経路で配信するサービスであるコンテンツ・デリ

バリー・ネットワークの提供。 

ブロードバンド事業 

ブロードバンドインターネット回線(Yahoo!BB)などBBテクノロジー㈱が展開する各種

サービスの利用者の獲得業務等。 

ソフトバンクモバイル㈱が提供する携帯電話サービスの加入誘導・申込取次、及び携

帯電話端末の販売代理店業務。 

CS放送サービス事業 
「CSチューナー・アンテナの無料レンタル」や「番組ガイドを中心とした会報誌の配

送」といった独自のサービスを提供する会員組織の企画・運営等。 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 売上高に占める本邦の売上高の割

合が90％を超えるため、所在地別セ

グメント情報の記載は省略しており

ます。 

同左  本邦の売上高及び資産の金額は、

全セグメントの売上高の合計及び全

セグメントの資産の金額の合計額に

占める割合がいずれも90％超である

ため、所在地別セグメント情報の記

載は省略しております。 



【海外売上高】 

（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 海外売上高が連結売上の10％未満

のため、記載は省略しております。 

同左 同左 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 80円62銭

１株当たり中間純利益 

金額 
7円45銭

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額 
7円35銭

１株当たり純資産額 64円84銭

１株当たり中間純損失 

金額 
1円00銭

１株当たり純資産額 88円70銭

１株当たり当期純利益 

金額 
17円98銭

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
17円84銭

 当社は、平成18年４月１日付で普

通株式１株につき２株の株式分割を

行っております。 

 なお、前連結会計年度期首に当該

株式分割が行われたと仮定した場合

における１株当たり情報の各数値は

以下のとおりとなります。 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益につきましては、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  当社は、平成18年４月１日付で普

通株式１株につき２株の株式分割を

行っております。  

  なお、前連結会計年度期首に当該

株式分割が行われたと仮定した場合

の前連結会計年度における１株当た

り情報については、以下のとおりと

なります。 

前中間連結会計
期間 

前連結会計年度 

１株当たり純 
資産額 

１株当たり純 
資産額 

53円50銭 77円50銭 

１株当たり中間 
純利益金額 

１株当たり当期 
純利益金額 

25円51銭 48円43銭 

潜在株式調整後
１株当たり中間
純利益金額 

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益金額 

24円28銭 46円24銭 

 
前連結会計年度 

１株当たり純資産額 

 77円50銭 

１株当たり当期純利益金額 

 48円43銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額 

 46円24銭 



 （注） １株当たり中間(当期)純利益金額又は中間純損失金額(△)及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額 

又は中間純損失金額(△) 
      

中間(当期)純利益 

又は中間純損失(△)(千円) 
260,369 △35,307 630,479 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益

又は中間純損失(△)(千円) 
260,369 △35,307 630,479 

普通株式に係る 

期中平均株式数(株) 
34,938,898 35,210,994 35,073,963 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益金額 
      

中間(当期)純利益調整額(千円) ― ― ― 

普通株式増加数(株) 505,312 ― 258,588 

(うち新株引受権(株)) (244,343) (     ―) (112,317)

(うち新株予約権(株)) (260,969)  (     ―) (146,271)

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間(当期)純利

益の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

平成17年第１回新株予

約権(未行使の新株予約

権の数2,000個) 

平成16年度第１回新株

予約権(未行使の新株予

約権の数1,363個) 

平成17年第１回新株予

約権(未行使の新株予約

権の数2,000個) 

平成17年第１回新株予

約権(未行使の新株予約

権の数2,000個) 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

ブロードメディア・スタジオ株式会社の連結子会社化 

 当社は、平成18年11月29日付で、ブロードメディア・スタジオ株式会社(以下、BMS社)の発行済株式の90%

(105,750株)を、ソフトバンク・ブロードメディア株式会社から対価1,803,029千円で取得致しました。この取得に

よりBMS社は当社の連結子会社となります。 

 当社は、PCやSTB向けにコンテンツを調達し、配信及び権利販売を行っておりますが、キー局を含む地上波放送

局、CS/BS放送事業者など多くの放送メディアと取引関係があるBMS社を連結子会社とすることにより、VOD配信か

ら地上波テレビ向けまで、複数メディアに対するコンテンツ提供が可能となり、映像作品の制作からエンドユーザ

への配信までのフルラインのサービス提供が可能となります。 

 また、コンテンツの放送権やVOD配信権をBMS社と共同して権利元から獲得することで、調達の効率化を図ってま

いります。さらに、BMS社との協業により、コンテンツの制作からVOD配信、テレビ放映権販売等のクロスメディア

展開を行うことにより、収益の最大化を図ってまいります。 

 なお、取得対価につきましては、自己資金及び借入金により支払済みであります。 

ブロードメディア・スタジオ株式会社の概要 

 （注）１ 平成18年11月29日、BMS社は、ソフトバンク・ブロードメディア株式会社の引き受けにより、77,000株の増

資を実行致しました。この増資により、BMS社の資本金及び資本準備金はそれぞれ1,925,000千円増加してお

ります。 

    ２ ソフトバンク・ブロードメディア株式会社は、平成19年１月10日付でSBBM株式会社に商号を変更しておりま

す。  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 該当事項はありません。  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  該当事項はありません。  

(1) 商号 ブロードメディア・スタジオ株式会社 

(2) 代表者 代表取締役 橋本 太郎 

(3) 所在地 東京都中央区月島１－１４－７ 

(4) 設立年月日 平成12年８月10日 

(5) 事業内容 外国映画及び外国テレビシリーズのテレビ放映権の販売 

外国映画及び外国テレビシリーズの日本語版制作(字幕・吹替) 

ＤＶＤ、ビデオの権利仕入、発売、プロモーション 

劇場配給、映画宣伝等 

テレビ番組の企画、制作及び映像番組の企画、制作等 

(6) 決算期 ３月 

(7) 従業員数 141人(平成18年９月30日現在) 

(8) 資本の額 1,025,000千円(平成18年９月30日現在) 

2,950,000千円(平成18年11月30日現在) (注)１ 

(9) 発行済株式総数 40,500株(平成18年９月30日現在) 

117,500株(平成18年11月30日現在) (注)１ 

(10) 最近事業年度における業績   平成17年３月期 平成18年３月期 

売上高 3,034,765千円 3,542,040千円 

総資産 7,325,554千円 3,586,271千円 

(11) 子会社 ハリウッドチャンネル株式会社 

事業内容：モバイルサイトの運営 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     462,604 209,117   118,283 

２ 売掛金     663,232 770,627   1,175,197 

３ 商品     37,143 35,805   37,839 

４ 番組勘定     332,594 220,375   259,269 

５ 繰延税金資産     84,779 150,900   96,420 

６ 未収入金     13,427 13,506   13,244 

７ 立替金     22,034 10,032   16,839 

８ 関係会社 
短期貸付金 

    ― 29,900   25,000 

９ その他     26,684 70,648   89,345 

貸倒引当金     △8,865 △10,104   △10,770 

流動資産合計     1,633,635 36.6 1,500,808 16.6   1,820,669 26.9

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1) 建物     ― 53,876   58,430 

(2) 工具器具備品     184,782 125,374   136,316 

(3) その他     4,313 ―   ― 

有形固定資産合計     189,095 179,250   194,747 

２ 無形固定資産           

(1) ソフトウェア     437,300 561,821   501,042 

(2) その他     6,587 13,024   12,434 

無形固定資産合計     443,888 574,845   513,476 

３ 投資その他の資産           

(1) 関係会社株式     1,350,014 3,420,405   3,213,905 

(2) 投資有価証券 ※２   796,001 2,728,937   907,971 

(3) 繰延税金資産      ― 549,603   22,464 

(4) その他     56,499 142,112   144,153 

  貸倒引当金      ― △49,000   △49,000 

投資その他の資産合
計 

    2,202,515 6,792,059   4,239,494 

固定資産合計     2,835,499 63.4 7,546,155 83.4   4,947,718 73.1

資産合計     4,469,135 100.0 9,046,964 100.0   6,768,388 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金     152,928 299,950   653,839 

２ 短期借入金 
※２ 
※３ 

  500,000 5,700,000   2,000,000 

３ 関係会社短期借入
金 

※３   200,000 250,000   650,000 

４ 一年以内償還予定
社債 

    15,300 ―   ― 

５ 未払費用     101,182 103,245   111,746 

６ 未払法人税等     77,501 155,911   ― 

７ 前受金     154,030 45,835   69,936 

８ 賞与引当金     80,172 86,896   75,700 

９ その他 ※４   189,797 144,258   176,010 

流動負債合計     1,470,914 32.9 6,786,097 75.0   3,737,232 55.2

Ⅱ 固定負債           

１ 役員退職慰労引当
金 

    49,691 40,166   55,208 

２ 預り保証金     5,914 10,809   9,834 

固定負債合計     55,605 1.2 50,975 0.6   65,042 1.0

負債合計     1,526,519 34.1 6,837,073 75.6   3,802,275 56.2

            

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     654,662 14.7 655,035 7.2   654,662 9.7

２ 資本剰余金           

資本準備金   281,698   282,071 281,698   

資本剰余金合計     281,698 6.3 282,071 3.1   281,698 4.2

３ 利益剰余金           

その他利益剰余金           

繰越利益剰余金   2,006,521   1,991,047 2,030,041   

利益剰余金合計     2,006,521 44.9 1,991,047 22.0   2,030,041 29.9

４ 自己株式     △287 △0.0 △289 △0.0   △289 △0.0

株主資本合計     2,942,594 65.8 2,927,864 32.3   2,966,112 43.8

Ⅱ 評価・換算差額等              

１ その他有価証券評
価差額金 

    ― ― △717,973 △7.9   ― ―

評価・換算差額等
合計 

    ― ― △717,973 △7.9   ― ―

Ⅲ 新株予約権     21 0.0 ― ―   ― ―

純資産合計     2,942,615 65.9 2,209,891 24.4   2,966,112 43.8

負債純資産合計     4,469,135 100.0 9,046,964 100.0   6,768,388 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     3,704,383 100.0 4,281,789 100.0   7,574,322 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,974,567 53.3 2,842,642 66.4   4,271,165 56.4

売上総利益     1,729,815 46.7 1,439,146 33.6   3,303,156 43.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    1,268,366 34.2 1,155,552 27.0   2,459,548 32.5

営業利益     461,448 12.5 283,593 6.6   843,608 11.1

Ⅳ 営業外収益 ※１   9,250 0.2 21,369 0.5   14,562 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２   8,931 0.2 54,617 1.3   38,923 0.5

経常利益     461,767 12.5 250,345 5.8   819,246 10.8

Ⅵ 特別損失 ※３   846 0.0 117,999 2.7   108,383 1.4

税引前中間(当期)
純利益 

    460,920 12.4 132,345 3.1   710,863 9.4

法人税、住民税及
び事業税 

  51,353   150,905 203,638   

過年度法人税等   ―   21,458 ―   

法人税等調整額   116,464 167,818 4.5 △89,048 83,315 1.9 102,578 306,216 4.0

中間(当期)純利益     293,101 7.9 49,030 1.2   404,646 5.4

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

項目 

株主資本 

新株予約権 純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 

その他利益 
剰余金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 
(千円) 

623,828 250,526 1,886,979 △211 2,761,122 593 2,761,715 

中間会計期間中の変動額
(千円) 

    

新株引受権及び 
新株予約権の行使 

30,834 31,171 ― ― 62,006 △429 61,577 

剰余金の配当 ― ― △173,560 ― △173,560 ― △173,560 

中間純利益 ― ― 293,101 ― 293,101 ― 293,101 

自己株式の取得 ― ― ― △76 △76 ― △76 

株主資本以外の項目 
の中間会計期間中の 
変動額(純額) 

― ― ― ― ― △142 △142 

中間会計期間中の 
変動額合計(千円) 

30,834 31,171 119,541 △76 181,471 △571 180,899 

平成18年９月30日残高 
(千円) 

654,662 281,698 2,006,521 △287 2,942,594 21 2,942,615 

項目 

株主資本 評価・換算 

差額等 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 

その他利益 
剰余金 その他有価証券 

評価差額金 繰越利益 
剰余金 

平成19年３月31日残高 
(千円) 

654,662 281,698 2,030,041 △289 2,966,112 ― 2,966,112

中間会計期間中の変動額
(千円) 

    

新株予約権の行使 372 372 ― ― 745 ― 745

剰余金の配当(注) ― ― △88,024 ― △88,024 ― △88,024

中間純利益 ― ― 49,030 ― 49,030 ― 49,030

株主資本以外の項目 
の中間会計期間中の 
変動額(純額) 

― ― ― ― ― △717,973 △717,973

中間会計期間中の 
変動額合計(千円) 

372 372 △38,993 ― △38,248 △717,973 △756,221

平成19年９月30日残高 
(千円) 

655,035 282,071 1,991,047 △289 2,927,864 △717,973 2,209,891



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(注) 平成18年６月16日開催の定時株主総会における利益処分項目を含んでおります。  

項目 

株主資本 

新株予約権 純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 

その他利益 
剰余金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 
(千円) 

623,828 250,526 1,886,979 △211 2,761,122 593 2,761,715

事業年度中の変動額 
(千円) 

    

新株予約権の行使 30,834 31,171 ― ― 62,006 △429 61,577

剰余金の配当(注) ― ― △261,584 ― △261,584 ― △261,584

当期純利益 ― ― 404,646 ― 404,646 ― 404,646

自己株式の取得 ― ― ― △77 △77 ― △77

株主資本以外の項目の 
事業年度中の 
変動額(純額) 

― ― ― ― ― △164 △164

事業年度中の変動額合計 
 (千円) 

30,834 31,171 143,061 △77 204,989 △593 204,396

平成19年３月31日残高 
(千円) 

654,662 281,698 2,030,041 △289 2,966,112 ― 2,966,112



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

  

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会社

株式 

 移動平均法による原価

法を採用しております。 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

  

  

  その他有価証券 

――――――― 

  

  その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算期末日の市場

価格等に基づく時価法を

採用しております。  

  なお、評価差額金は、

全部純資産直入法によっ

て処理し、売却原価は、

移動平均法によって算定

しております。 

  その他有価証券 

――――――― 

  

  

  

時価のないもの 

 移動平均法による原価

法を採用しております。 

 なお、投資事業有限責

任組合への出資(証券取引

法第２条第２項により有

価証券とみなされるもの)

については、組合契約に

規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分

相当額で取り込む方法に

よっております。損益の

持分相当額については営

業外損益に計上しており

ます。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価

法を採用しております。  

 なお、投資事業有限責

任組合への出資(金融商品

取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされる

もの)については、組合契

約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、

持分相当額で取り込む方

法によっております。損

益の持分相当額について

は営業外損益に計上して

おります。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価

法を採用しております。 

 なお、投資事業有限責

任組合への出資(証券取引

法第２条第２項により有

価証券とみなされるもの)

については、組合契約に

規定される決算報告日に

応じて入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分

相当額で取り込む方法に

よっております。損益の

持分相当額については営

業外損益に計上しており

ます。 

  

  

  

(2) 棚卸資産 

 商品 

 先入先出法による原価

法を採用しております。 

(2) 棚卸資産 

 商品 

同左 

(2) 棚卸資産 

 商品 

同左 

  

  

 番組勘定 

 個別法による原価法を

採用しております。 

 番組勘定 

同左 

 番組勘定 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しており

ます。 

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用しており

ます。 

（会計方針の変更） 

  平成19年４月１日以降

に取得した建物、機械装

置及び工具器具備品につ

いては、平成19年度の税

制改正に伴い、改正後の

法人税法に規定する減価

償却の方法によっており

ます。 

  この変更による損益へ

の影響は軽微でありま

す。 

（追加情報） 

 当社は、法人税法の改

正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産

については、改正前の法

人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得

価額の５％に到達した事

業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却

し、減価償却に含めて計

上しております。   

 なお、これによる損益

への影響は軽微でありま

す。 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しており

ます。 

  

  

(2) 無形固定資産 

 定額法を採用しており

ます。 

 なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における見込利用可能

期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。 

(2) 無形固定資産 

 定額法を採用しており

ます。 

  なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における見込利用可能

期間(３年～５年)に基づ

く定額法を採用しており

ます。 

(2) 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

  

貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については、個別に回

収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

  

  

役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく

当中間会計期間末要支給額

を計上しております。 

役員退職慰労引当金 

同左 

役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく

当事業年度末要支給額を計

上しております。 

  

  

賞与引当金 

 従業員に対して支給する

賞与の支出に備えるため、

支給見込額に基づき計上し

ております。 

 前中間会計期間及び前事

業年度においては「未払費

用」に含めておりました

が、当中間会計期間から

「賞与引当金」として掲記

しております。なお、前中

間会計期間末において「未

払費用」に含まれる当該負

債の額は66,121千円であ

り、前事業年度において

「未払費用」に含まれる当

該負債の額は67,849千円で

あります。 

賞与引当金 

 従業員に対して支給する

賞与の支出に備えるため、

支給見込額に基づき計上し

ております。 

賞与引当金 

  従業員に対して支給する

賞与の支出に備えるため、

支給見込額に基づき計上し

ております。  

  前事業年度においては

「未払費用」に含めており

ましたが、当事業年度から

「賞与引当金」として掲記

しております。なお、前事

業年度末において「未払費

用」に含まれる当該負債の

額は67,849千円でありま

す。 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成の

ための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理につい

て 

 消費税等の会計処理は税

抜方式によっております。 

消費税等の会計処理につい

て 

同左 

消費税等の会計処理につい

て 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

 当中間会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日)を適用してお

ります。これによる損益に与える影

響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は2,942,594千円であ

ります。 

中間財務諸表等規則の改正による中

間貸借対照表の表示に関する変更は

以下のとおりであります。 

１ 前中間会計期間における「資本

の部」は、当中間会計期間から

「純資産の部」となり、「純資

産の部」は「株主資本」及び

「新株予約権」に分類して表示

しております。 

２ 前中間会計期間において独立掲

記しておりました「資本金」、

「資本剰余金」、「利益剰余

金」及び「自己株式」は当中間

会計期間においては「株主資

本」の内訳科目として表示して

おります。 

３ 「新株予約権」は前中間会計期

間においては「流動負債」の

「その他」に含めて表示してお

りましたが、当中間会計期間に

おいては「純資産の部」に掲記

しております。なお、前中間会

計期間末の「新株予約権」の残

高は1,218千円であります。 

――――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

  当事業年度より「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号 平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日)を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。 

  なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は2,966,112千円であ

ります。 

  財務諸表等規則の改正による貸借

対照表の表示に関する変更は以下の

とおりであります。 

１ 前事業年度における「資本の

部」は、当事業年度から「純資

産の部」となり、「純資産の

部」は「株主資本」として表示

しております。 

  

 ２ 前事業年度において独立掲記し

ておりました「資本金」、「資

本剰余金」、「利益剰余金」及

び「自己株式」は当事業年度に

おいては「株主資本」の内訳科

目として表示しております。 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

(中間貸借対照表) 

 「投資有価証券」は、前中間会計期間末においては

「投資その他の資産」の「その他」に含めて表示して

おりましたが、当中間会計期間末において「投資有価

証券」の金額が資産の総額の100分の５を超えたため区

分掲記致しました。 

 なお、前中間会計期間末の「投資有価証券」の金額

は、22,072千円であります。 

―――――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

891,488千円 821,037千円 863,151千円

―――――― ※２ 担保資産及び担保付債務 

  担保資産  

  担保付債務 

投資有価証券 1,833,000千円

短期借入金  1,300,000千円

―――――― 

※３ 当座貸越契約及び極度貸付契

約 

 当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行１行と当座貸越

契約及び連結子会社と極度貸付契約

を締結しております。 

 これらの契約に基づく当中間会計

期間末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

※３ 当座貸越契約及び極度貸付契

約 

 当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行１行と当座貸越

契約及び連結子会社と極度貸付契約

を締結しております。 

 これらの契約に基づく当中間会計

期間末の借入未実行残高は次のとお

りであります。 

※３ 当座貸越契約及び極度貸付契

約 

  当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため取引銀行１行と当座貸越

契約及び連結子会社と極度貸付契約

を締結しております。 

  これらの契約に基づく当事業年度

末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

当座貸越極度額及び極度貸付額 

の総額 1,200,000千円

借入実行残高 700,000千円

差引額 500,000千円

当座貸越極度額及び極度貸付額 

の総額 5,650,000千円

借入実行残高 4,650,000千円

差引額 1,000,000千円

当座貸越極度額及び極度貸付額 

の総額 3,250,000千円

借入実行残高 2,650,000千円

差引額 600,000千円

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

 ５ 契約債務 

 当社は、平成17年４月28日にSBIブ

ロードバンドファンド１号投資事業

有限責任組合に１口100,000千円の出

資をおこなう契約を締結致しまし

た。当中間会計期間末における同組

合に対する払込額は50,000千円であ

り、残額50,000千円については同組

合への出資義務を負っております。 

 当社は、平成18年４月17日にSBIビ

ービー・モバイル投資事業有限責任

組合に１口100,000千円の出資をおこ

なう契約を締結致しました。当中間

会計期間末における同組合に対する

払込額は25,000千円であり、残額7

5,000千円については同組合への出資

義務を負っております。 

 ５ 契約債務 

  当社は、平成17年４月28日にSBIブ

ロードバンドファンド１号投資事業

有限責任組合に１口100,000千円の出

資をおこなう契約を締結致しまし

た。当中間会計期間末における同組

合に対する払込額は75,000千円であ

り、残額25,000千円については同組

合への出資義務を負っております。 

  また、当社は、平成18年４月17日

にSBIビービー・モバイル投資事業有

限責任組合に１口100,000千円の出資

をおこなう契約を締結致しました。

当中間会計期間末における同組合に

対する払込額は50,000千円であり、

残額50,000千円については同組合へ

の出資義務を負っています。 

 ５ 契約債務 

 当社は、平成17年４月28日にSBIブ

ロードバンドファンド１号投資事業

有限責任組合に１口100,000千円の出

資をおこなう契約を締結致しまし

た。当事業年度末における同組合に

対する払込額は50,000千円であり、

残額50,000千円については同組合へ

の出資義務を負っております。 

  また、当社は、平成18年４月17日

にSBIビービー・モバイル投資事業有

限責任組合に１口100,000千円の出資

をおこなう契約を締結致しました。

当事業年度末における同組合に対す

る払込額は25,000千円であり、残額

75,000千円については同組合への出

資義務を負っています。 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 163千円 

有価証券利息 526千円 

貯蔵品売却益 849千円 

業務受託手数料 3,938千円 

受取利息 571千円

有価証券利息 614千円

受取配当金 14,000千円

為替差益 293千円

保険返戻金  795千円

償却債権回収益 1,365千円

受取利息 433千円

有価証券利息 1,139千円

貯蔵品売却益 873千円

業務受託手数料 3,938千円

保険返戻金 3,554千円

償却債権回収益 4,444千円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 1,901千円 

社債利息 1,167千円 

出資金組合損益 

分配損 
5,252千円 

支払利息 51,387千円

出資金組合損益 

分配損 
3,229千円

支払利息 17,742千円

社債利息 1,247千円

為替差損 222千円

出資金組合損益 

分配損 
18,863千円

     

※３ 特別損失の主要項目 ※３ 特別損失の主要項目 ※３ 特別損失の主要項目 

固定資産除却損 846千円 投資有価証券評価

損 
117,999千円

固定資産除却損 13,718千円

関係会社株式評 

価損 
40,000千円

貸倒引当金繰入額 49,000千円

 ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 94,525千円 

無形固定資産 42,680千円 

有形固定資産 42,063千円

無形固定資産 62,525千円

有形固定資産 168,133千円

無形固定資産 92,028千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

(1)株式分割による増加       346株 

(2)単元未満株式の買取りによる増加  91株 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

自己株式に関する事項 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

(1)株式分割による増加         346株 

(2)単元未満株式の買取りによる増加    91株 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 346 437 ― 783 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 783 ― ― 783 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 346 437 ― 783 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高相当額 

(千円) 

工具器具備品 
(CSチューナー 
・アンテナ) 

174,127 108,575 65,552 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高相当額

(千円) 

工具器具備品 84,310 63,395 20,915 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

工具器具備品 169,338 127,256 42,082 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 46,782千円 

１年超 24,098千円 

合計 70,881千円 

１年内 15,793千円

１年超 7,126千円

合計 22,919千円

１年内 33,031千円

１年超 13,059千円

合計 46,090千円

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失、支払利息相当

額 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失、支払利息相当

額 

(3) 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失、支払利息相当

額 

支払リース料 26,139千円 

減価償却費相当額 22,593千円 

支払利息相当額 3,140千円 

支払リース料 24,347千円

減価償却費相当額 21,028千円

支払利息相当額 1,334千円

支払リース料 49,903千円

減価償却費相当額 43,117千円

支払利息相当額 5,210千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

価保証額を残存価額とする定額法

によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

(5) 利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損

失はありません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間(平成18年９月30日現在) 

１. 子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間(平成19年９月30日現在) 

１. 子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度(平成19年３月31日現在) 

１. 子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 83円57銭

１株当たり中間純利益 

金額 
8円39銭

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額 
8円27銭

１株当たり純資産額 62円76銭

１株当たり中間純利益 

金額 
1円39銭

１株当たり純資産額 84円24銭

１株当たり当期純利益 

金額 
11円54銭

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
11円45銭

 当社は、平成18年４月１日付で普

通株式１株につき２株の株式分割を

行っております。 

 なお、前期首に当該株式分割が行

われたと仮定した場合の前中間会計

期間における１株当たり情報につい

ては、以下のとおりとなります。 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益につきましては、希薄化効果を

有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

  当社は、平成18年４月１日付で普

通株式１株につき２株の株式分割を

行っております。 

  なお、前期首に当該株式分割が行

われたと仮定した場合の前事業年度

における１株当たり情報については

以下のとおりとなります。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり 
純資産額 

１株当たり 
純資産額 

52円34銭 79円54銭 

１株当たり中間 
純利益金額 

１株当たり当期 
純利益金額 

24円35銭 50円52銭 

潜在株式調整後
１株当たり中間
純利益金額 

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益金額 

23円17銭 48円24銭 

 
前事業年度 

１株当たり純資産額 

 79円54銭 

１株当たり当期純利益金額 

 50円52銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額 

 48円24銭 



 （注） １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以

下のとおりであります。 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額       

中間(当期)純利益(千円) 293,101 49,030 404,646 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ― 

普通株式に係る中間(当期)純利益

(千円) 
293,101 49,030 404,616 

普通株式に係る 

期中平均株式数(株) 
34,938,898 35,210,994 35,073,963 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益金額 
      

中間(当期)純利益調整額(千円) ― ― ― 

普通株式増加数(株) 505,312 ― 258,588 

(うち新株引受権(株)) (244,343) (   ―) (112,317)

(うち新株予約権(株)) (260,969) (   ―) (146,271)

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間(当期)純利

益の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

平成17年第１回新株予

約権(未行使の新株予約

権の数2,000個) 

平成16年度第１回新株

予約権（未行使の新株

予約権の数1,363個） 

平成17年第１回新株予

約権(未行使の新株予約

権の数2,000個) 

平成17年第１回新株予

約権(未行使の新株予約

権の数2,000個) 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

ブロードメディア・スタジオ株式会社の連結子会社化 

 当社は、平成18年11月29日付で、ブロードメディア・スタジオ株式会社(以下、BMS社)の発行済株式の90%

(105,750株)を、ソフトバンク・ブロードメディア株式会社から対価1,803,029千円で取得致しました。この取得に

よりBMS社は当社の連結子会社となります。 

 当社は、PCやSTB向けにコンテンツを調達し、配信及び権利販売を行っておりますが、キー局を含む地上波放送

局、CS/BS放送事業者など多くの放送メディアと取引関係があるBMS社を連結子会社とすることにより、VOD配信か

ら地上波テレビ向けまで、複数メディアに対するコンテンツ提供が可能となり、映像作品の制作からエンドユーザ

への配信までのフルラインのサービス提供が可能となります。 

 また、コンテンツの放送権やVOD配信権をBMS社と共同して権利元から獲得することで、調達の効率化を図ってま

いります。さらに、BMS社との協業により、コンテンツの制作からVOD配信、テレビ放映権販売等のクロスメディア

展開を行うことにより、収益の最大化を図ってまいります。 

 なお、取得対価につきましては、自己資金及び借入金により支払済みであります。 

ブロードメディア・スタジオ株式会社の概要 

 （注）１ 平成18年11月29日、BMS社は、ソフトバンク・ブロードメディア株式会社の引き受けにより、77,000株の増

資を実行致しました。この増資により、BMS社の資本金及び資本準備金はそれぞれ1,925,000千円増加してお

ります。 

    ２ ソフトバンク・ブロードメディア株式会社は、平成19年１月10日付でSBBM株式会社に商号を変更しておりま

す。  

(1) 商号 ブロードメディア・スタジオ株式会社 

(2) 代表者 代表取締役 橋本 太郎 

(3) 所在地 東京都中央区月島１－１４－７ 

(4) 設立年月日 平成12年８月10日 

(5) 事業内容 外国映画及び外国テレビシリーズのテレビ放映権の販売 

外国映画及び外国テレビシリーズの日本語版制作(字幕・吹替) 

ＤＶＤ、ビデオの権利仕入、発売、プロモーション 

劇場配給、映画宣伝等 

テレビ番組の企画、制作及び映像番組の企画、制作等 

(6) 決算期 ３月 

(7) 従業員数 141人(平成18年９月30日現在) 

(8) 資本の額 1,025,000千円(平成18年９月30日現在) 

2,950,000千円(平成18年11月30日現在) (注)１ 

(9) 発行済株式総数 40,500株(平成18年９月30日現在) 

117,500株(平成18年11月30日現在) (注)１ 

(10) 最近事業年度における業績   平成17年３月期 平成18年３月期 

売上高 3,034,765千円 3,542,040千円 

総資産 7,325,554千円 3,586,271千円 

(11) 子会社 ハリウッドチャンネル株式会社 

事業内容：モバイルサイトの運営 



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

会社分割によるゲーム事業の分社化 

 当社は、平成19年11月26日開催の取締役会において、平成20年１月１日を効力発生日として、Gクラスタサービ

スを中心とする当社のゲーム事業を会社分割し、当社の完全子会社であるGクラスタ・グローバル株式会社に承継

することを決議致しました。 

 分割の詳細は次のとおりであります。 

１．会社分割の目的 

 当社は、ゲーム事業推進体制の再構築の一環として、同事業を分社化し、ゲーム専業体制を構築してまいりま

す。これにより、国内外のベンチャーキャピタル、ゲーム会社、通信事業者等のパートナーとの業務提携・資本提

携の推進や、高い知見をもつ人材の確保を積極的に行ってまいります。また、分社化により、ゲーム事業の立ち上

げを加速させ、普及・拡大に努めてまいります。 

２．会社分割の要旨 

 (１) 分割の日程 

吸収分割契約書の取締役会決議       平成19年11月26日 

吸収分割契約書の締結           平成19年11月26日 

吸収分割契約書の株主総会承認(承継会社)  平成19年11月26日 

吸収分割の効力発生日           平成20年１月１日（予定） 

吸収分割の登記              平成20年１月４日（予定） 

※当社は会社法784条第３項（簡易吸収分割）により同法793条の株主総会の承認を得ることなく分割手続

を行います。 

 (２) 分割方式 

 当社を分割会社とし、当社の完全子会社であるGクラスタ・グローバル株式会社を承継会社とする分社

型吸収分割であります。 

 (３) 株式の割当 

 承継会社が本吸収分割に際して発行する株式は、普通株式24,980株であり、その全てを当社に割り当て

ます。 

 承継会社において増加する資本金及び資本準備金は、当該吸収分割により承継される資産の、当社にお

ける本吸収分割直前の適正な帳簿価額に基づき算出致します。割り当てられる株式数については、承継会

社が当社の完全子会社であり、当社の持ち株比率に影響を及ぼさない為、本吸収分割後の承継会社の１株

当たりの純資産額を考慮し、決定致しました。 

３．分割当事会社の概要 

(１) 商号 

ブロードメディア株式会社 

(分割会社) 

平成19年９月30日現在 

Gクラスタ・グローバル株式会社 

(承継会社) 

平成19年11月26日現在 

(２) 事業内容 

技術プラットフォームを持つコンテンツ

流通事業者としてコンテンツサービス、

技術サービス、ネットワーク営業の3つの

事業領域で事業を展開 

Gクラスタサービスを中心に、ブロードバ

ンド回線を利用したゲームサービスの提

供、並びにそのコア技術の研究・開発等 

(３) 設立年月日 平成８年９月５日 平成19年10月１日 

(４) 本店所在地 東京都港区赤坂八丁目４番14号 東京都港区赤坂八丁目４番14号 

(５) 代表者 代表取締役社長 橋本 太郎 代表取締役 橋本 太郎 

(６) 資本金 655百万円 1百万円  

(７) 発行済株式総数 35,212,153株  20株  

(８) 純資産額 2,209百万円  1百万円  

(９) 総資産額 9,046百万円  1百万円  

(10) 決算期 3 月 31日  3 月 31日  

(11) 従業員数 99人  0人  



 ４．分割する事業部門の内容 

 (１) ゲーム事業の内容 

 Gクラスタサービスを中心に当社が従来から行ってきたブロードバンド回線を利用したゲームサービス

の提供、並びにそのコア技術の研究・開発等 

 (２) ゲーム事業の平成19年３月期における経営成績（連結） 

 (注) 連結決算における成績を記載しております。 

 (３) 分割承継資産、負債の項目および金額（平成19年９月30日現在）  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  該当事項はありません。  

  ゲーム事業(ａ)  
当社平成19年３月期実績

(ｂ)   
比 率（ａ／ｂ） 

売上高 120百万円  10,668百万円 1.1% 

営業利益又は 

営業損失（△） 
△681百万円  1,076百万円 ― 

資産 負債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

流動資産 136百万円 流動負債 ― 

固定資産 835百万円 固定負債 ― 

合計 971百万円 合計 ― 



(2）【その他】 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 第12期(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)中間配当については、平成19年10月31日開催の取締役会に

おいて、平成19年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中

間配当を行うことを決議致しました。 

①中間配当金の総額               88,024千円 

②１株当たり中間配当金               2円50銭 

③支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成19年12月10日 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第11期) 

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

  平成19年６月20日 

関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の 

訂正報告書  

事業年度（第11期）（自 平成18年４月１日 至 平成19

年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

  平成19年10月15日  

関東財務局長に提出  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１８年１２月６日

クラビット株式会社  

  取締役会 御中  

  監査法人 トーマツ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 浅枝 芳隆  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 板谷 宏之  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているク

ラビット株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、クラビット株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、ソフトバンク・ブロードメディア株式会社が保有するブロードメディア・スタジオ

株式会社の株式の90％を取得した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１９年１２月６日

ブロードメディア株式会社  

  取締役会 御中  

  監査法人 トーマツ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 浅枝 芳隆  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 板谷 宏之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているブロードメディア株式会社（旧社名：クラビット株式会社）の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日

までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸

表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ブロードメディア株式会社（旧社名：クラビット株式会社）及び連結子会社の平成１９年９月３０日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」の「注３ 事業区分の変更」に記載の通り、従来、「メディアコ

ンテンツ事業」、「ゲームオンデマンド事業」、「CDN事業」、「ブロードバンド事業」、「CS放送サービス事業」及び

「その他」に区分していたが、当中間連結会計年度より「コンテンツサービス」、「技術サービス」及び「ネットワー

ク営業」への区分の変更を行っている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１８年１２月６日

クラビット株式会社  

  取締役会 御中  

  監査法人 トーマツ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 浅枝 芳隆  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 板谷 宏之  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているク

ラビット株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１１期事業年度の中間会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中

間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、クラビット株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載のとおり、ソフトバンク・ブロードメディア株式会社が保有するブロードメディア・スタジオ

株式会社の株式の90％を取得した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１９年１２月６日

ブロードメディア株式会社  

  取締役会 御中  

  監査法人 トーマツ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 浅枝 芳隆  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 板谷 宏之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているブロードメディア株式会社（旧社名：クラビット株式会社）の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日

までの第１２期事業年度の中間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、

すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ブロードメディア株式会社（旧社名：クラビット株式会社）の平成１９年９月３０日現在の財政状態及び同日を

もって終了する中間会計期間（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載の通り、会社は平成１９年１１月２６日開催の取締役会において会社分割によるゲーム事業の

分社化を決議した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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